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東日本大震災の記録

資－1 
 

災害対策本部、復旧復興本部の対応状況 
月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

3月 11日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14:46 

 

 

 

14:49 

 

14:50 

15:09 

 

15:14 

 

15:20 

15:21 

15:25 

 

 

 

 

 

15:30 

15:50 

 

16:00 

 

16:08 

16:10 

 

16:20 

 

 

 

17:05 

 

17:17 

17:20 

17:22 

 

 

17:28 

 

17:30 

 

18:00 

 

 

19:10 

19:20 

・県災害対策本部設置（本部第 2配備） 

・石コンビナート等防災本部設置 

 

 

 

 

・ＤＭＡＴ待機要請 

・県庁連絡班を派遣（陸自第 1空挺団） 

 

 

 

 

 

・千葉市消防局へ広域応援対策のため、被害状況を

送るよう依頼 

・各市町村救援物資必要数調査及び救援物資手配 

及び配送（発災後～24時） 

・広聴室へ「千葉県庁総合窓口」の開設依頼（16

時開設） 

・災害対策本部事務局設置 

・県警ヘリ 九十九里地区ヘリテレ撮影(～18:00) 

・「千葉県総合窓口」開設 

 来庁者対応は本庁舎 2階相談室（窓口対応 6名） 

 

 

 

 

・第 1回災害対策本部会議開催 

・知事コメント発表 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の地震について第 1報 

・震度 6弱市（成田市、印西市）への現地派遣を 

広域支援班に指示 

・避難所開設状況収集開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 23年 3月 11日の地震について第 2報 

・九都県市応援調整本部設置（東京都庁第一本庁 

舎 9階） 

 

・東日本大震災発災（地震の規模：暫定値 M7.9，

震源地：三陸沖 北緯 38 度 東経 142.9 度、

震源の深さ：24km） 

・県内最大震度：震度 6弱（成田市、印西市） 

・九十九里・外房地域津波警報、内房地域津波注

意報発表 

 

・陸上自衛隊第 1空挺団 県庁連絡班派遣及び災

害派遣の対応準備の連絡 

・九十九里・外房地域大津波警報、内房地域津波

警報、東京湾内湾地域津波注意報発表 

・コスモ石油(株)千葉製油所タンク火災発生 

・成田国際空港閉鎖 

 

 

 

 

 

 

・東京湾内湾地域津波警報発表 

 

 

・地震規模（マグニチュード）変更（暫定値 M7.9

→M8.4） 

・内房地域大津波警報発表 

・ＪＦＥスチール㈱東日本製鉄所コークス炉及 

 び溶鉱炉付近火災発生 

 

 

 

 

 

 

 

・千葉県レッカー事業協同組合 対応準備完了 

・銚子観測所にて、2.5ｍの津波到達確認 

・市原市消防局より千葉市消防局へ応援要請（コ

スモ石油火災） 

・県内 34市町村で停電（16:30現在約 34万 7千

軒） 

・地震規模（マグニチュード）変更（暫定値 M8.4

→M8.8） 

 

 

 

・消防庁、緊急消防援助隊を千葉県へ投入決定 

・横浜、三重県隊が市原市へ、川崎隊が部隊長と 

して千葉県庁へ配備予定 
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月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

11日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19:50 

 

 

 

 

 

20:00 

20:10 

21:20 

 

21:42 

22:00 

・第 2回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・ディズニーリゾート滞留者対策のため、日赤へ 

調査出向を指示 

・消防地震防災課情報収集作業室に千葉県消防応 

援活動調整本部を設置 

・平成 23年 3月 11日の地震について第 3報 

 

・各支部へ現地派遣又は電話連絡にて情報収集を指

示 

・千葉県警察広域緊援隊 64名→福島県 

・平成 23年 3月 11日の地震について第 4報 

 

 

 

 

 

 

・停電約 349,000軒 

・20時現在 約 5万人滞留者（ＴＤＬ） 

 

 

 

 

12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

1:00 

 

2:00 

2:08 

2:20 

4:00 

 

4:26 

 

5:45 

 

 

 

6:00 

 

6:25 

 

7:00 

 

 

 

7:20 

7:25 

7:54 

8:00 

 

8:07 

 

8:15 

8:34 

9:00 

・平成 23年 3月 11日の地震について第 5報 

・各市町村救援物資必要数調査及び救援物資手配及

び配送（～終日） 

・陸上自衛隊へ災害派遣要請（H23.3.12 付け消第

2800号） 

・平成 23年 3月 11日の地震について第 6報 

・被害状況調査のため、自衛隊へ旭市派遣を依頼 

・電話連絡にて、旭市災害対策本部に現状を確認 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 7報 

 

 

・避難者数に応じた数量の備蓄品（水、食料）を、

自衛隊に搬送するよう依頼 

※簡易トイレについては、市町村の要望聞き取り 

後に対応 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震につ

いて第 8報 

・習志野市の断水対策として、自衛隊へ給水車の配

備を依頼 

・避難所開設数（48市町村、593箇所）避難者 

47,270人 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 9報 

 

 

 

・第 3回災害対策本部会議開催 

・記者ブリーフィング 

 

 

・知事の被災地激励について調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日赤、東京ディズニーランド内に救護所 2箇所

設置（滞留者３万人程度） 

 

 

 

 

・ガス供給停止 5,445戸（浦安市） 

 

 

 

 

 

 

 

・銚子市より、自衛隊の給水支援要請 

・ＪＲ成田線運転再開 

・ＪＲ総武各駅停車 三鷹～千葉 運転再開 

 

 

・銚子市 自前の給水車、及び酒々井町から給水

してもらい対応 

 

・ＪＲ総武線快速 東京～千葉運転再開 

・京成電鉄 京成上野～八千代台、高砂～金町、

押上～印旛日本医大、津田沼～ちはら台運転再

開 
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資－3 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9:30 

 

 

 

 

 

 

10:00 

 

 

10:10 

11:00 

 

12:00 

 

12:45 

13:00 

 

13:50 

 

14:00 

 

14:02 

 

14:40 

15:00 

 

 

 

15:30 

 

16:00 

 

 

17:10 

 

 

 

 

17:30 

 

17:55 

18:00 

 

19:45 

 

21:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 10報 

・記者ブリーフィング 

・知事、県警ヘリポートを出発 

・知事被災地（旭市）視察、（旭市立海上中学校訪

問、旭市長同行） 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 11報 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 12報 

 

 

・第 4回災害対策本部会議開催 

・記者ブリーフィング 

・旭市内から発生するゴミについて、廃棄物指導課

へ検討を依頼 

・知事メッセージ発表 

 

 

 

 

・現地派遣 5名（移動通信車を伴う）旭市役所及び

旭市椎名内等 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 13報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 14報 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 15報 

・第 5回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 16報 

・館山道 京葉道路～富津竹岡間 通行止め解除 

・富津館山道路 全線 通行止め解除 

・東京湾アクアライン連絡道 袖ケ浦～木更津間 

通行止め解除 

・圏央道 木更津東～木更津間 通行止め解除 

・千葉東金道路 千葉東～東金間 通行止め解除 

・京葉道路 穴川東～館山道間 通行止め解除 

 

 

 

 

 

 

 

 

・千葉東金道路 東金～松尾横芝間 通行止め解除 

 

 

・九十九里・外房地域、内房地域津波注意報に切

換え 

 

 

 

 

 

・東京湾アクアライン 浮島～木更津金田間 

               通行止め解除 

・東京湾アクアライン連絡道  

木更津金田～袖ヶ浦間 通行止め解除 

 

 

 

 

 

・東関道 起点～佐原香取間 通行止め解除 

・新空港道 全線 通行止め解除 

・京葉道路 幕張～穴川東間 通行止め解除 

・首都高速湾岸線 浦安～湾岸市川間 

通行止め解除 

 

 

・首都高速湾岸線 葛西～浦安間 通行止め解除 

 

 

 

 

 

 

13日 0:00 ・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 17報 

・京葉道路 市川～幕張間 通行止め解除 

− 345 −



資料編

資－4 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

13日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

6:00 

7:00 

7:30 

8:00 

9:00 

 

10:00 

 

11:49 

12:00 

 

12:35 

12:40 

12:55 

13:25 

 

13:30 

 

13:45 

 

15:00 

 

16:10 

17:00 

 

 

 

 

 

17:58 

18:20 

 

19:00 

20:15 

21:00 

 

22:00 

・各市町村救援物資必要数調査及び救援物資手配並

びに配送 

・救援物資配布計画策定及び配送 

・13日分・14日分救援物資配布計画策定及び配送 

 

・海上自衛隊へ災害派遣要請 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 18報 

・第 6回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震につ

いて第 19報 

 

・県所有給水船｢若葉」、自衛隊水補給船へ給水開始 

 

 

 

・四街道市、佐倉市、八街市、酒々井町 防災無線

による外国語放送要望 

 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 20報 

・我孫子市液状化調査連絡員派遣 

・東京電力(株)千葉支店から電力供給の輪番制 

（計画停電）の決定について連絡受領 

・計画停電の実施に伴う自家発電用燃料の確保に係

る必要量の報告依頼（水道局・企業庁） 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 21報 

 

・第 7回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・本部第 2配備→本部第 1配備へ移行 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 22報 

 

 

 

 

・東関道 佐原香取～潮来間 通行止め解除 

 

・内房地域、東京湾内湾地域津波注意報解除 

 

・断水 200,399戸（浦安市他） 

 

 

 

・海上自衛隊補給船 浦安市接岸開始 

 

 

・海上自衛隊水補給船より、浦安市へ給水開始 

 

・地震規模（マグニチュード）変更（M8.8→M9.0） 

・市原市五井海岸 コスモ石油現場千葉県広域 

応援隊出場部隊縮小 

 

 

・緊急消防援助隊 三重県隊東北方面へ移動指示

（消防庁） 

 

 

 

・停電復旧（香取市） 

 

 

 

 

 

・九十九里・外房地域津波注意報解除 

 

 

 

・東京電力(株)から計画停電の説明 

 

 

・緊急消防援助隊出動（岩手県）に係る消防庁長

官からの指示 

14日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

 

2:20 

7:00 

 

 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 23報 

・13日分救援物資配送 

・14日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・緊急消防援助隊千葉県隊出場（岩手県） 

・14日分救援物資配布計画策定及び配送 

・15日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・災害救助法適用 3市 1町（旭市、香取市、山武

市、九十九里町） 
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月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

14日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8:00 

 

9:00 

 

11:15 

12:00 

 

14:00 

 

16:00 

 

17:00 

 

21:00 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 24報 

・第 8回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・臨時記者会見（節電のお願いについて） 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 25報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 26報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 27報 

・第 9回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 28報 

 

15日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

 

7:00 

 

9:00 

 

10:00 

11:00 

11:30 

12:00 

 

15:00 

 

17:00 

 

 

17:34 

 

19:00 

21:00 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 29報 

・14日分救援物資配送 

・15日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・15日分救援物資配布計画策定及び配送 

・16日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 30報 

・記者ブリーフィング 

・燃料調達関係各部局担当者会議 

・福島原発に関する放射能対応に係る情報収集会議 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 31報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 32報 

・第 10回災害対策本部会議 

・放射能事故対応班設置 

・記者ブリーフィング 

 

 

・燃料調達関係各部局担当者会議 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 33報 

・福島県避難者移送用バス派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福島県知事から緊急要請(全国知事会) 

・福島県からの避難者受入要請 

 

 

・県内被災者への住宅提供（公営住宅入居者募集） 

16日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

 

9:00 

 

 

 

 

10:00 

10:40 

・15日分救援物資配送 

・16日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・16日分救援物資配布計画策定及び配送 

・17日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・千葉県災害ボランティアセンター設置 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 34報 

・災害対策班長会議 

・義援金受付に係る検討 

・記者ブリーフィング 

・被災状況調査及び災害対策本部調整 
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月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

16日 

 

 

 

 

 

 

12:00 

 

15:00 

 

17:20 

 

21:00 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 35報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 36報 

・第 11回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 37報 

 

 

・自衛隊隊区長、第一空挺団から高射学校に変更 

 

 

 

17日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

7:00 

 

 

9:00 

 

10:00 

10:30 

 

 

12:00 

 

 

15:00 

 

15:35 

 

 

17:00 

 

21:00 

・16日分救援物資配送 

・17日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・17日分救援物資配布計画策定及び配送 

・18日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・義援金受付に係る検討  

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 38報 

・坂本副知事現地視察 

・定例記者会見（地震の発生について、計画停電に 

ついて、知事メッセージ発表 等） 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 39報 

・消防機関へ放射線量測定依頼 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 40報 

 

 

 

・第 12回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 41報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・福島県透析患者 50名 亀田総合病院受入 

・鴨川シーワールド いわき市からアザラシ、セ

イウチ、トド搬入予定 

 

 

 

18日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

7:00 

 

 

9:00 

 

9:40 

10:00 

 

 

12:00 

 

13:30 

15:00 

 

17:00 

・17日分救援物資配送 

・18日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・18日分救援物資配布計画策定及び配送 

・19日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・義援金受付に係る検討 

・自主避難者の受け入れ態勢業務 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・東京電力(株)へ計画停電回避に係る申し入れ 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 42報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震につ

いて第 43報 

・「優先給油車両」証票発行についての検討会議 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 44報 

・第 13回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 
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編
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資－7 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

18日 21:00 ・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 45報 

 

19日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

7:00 

 

 

 

 

9:00 

 

10:00 

 

13:00 

15:00 

 

17:00 

・救護班派遣（岩手県・宮城県） 

・18日分救援物資配送 

・19日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・19日分救援物資配布計画策定及び配送 

・20日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・義援金受付に係る検討 

・自主避難者の受け入れ態勢業務 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 46報 

・他県避難者受け入れに係る関係部局会議 

・主管課連絡調整会議 

・復旧・復興本部に係る調整 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 47報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

7:00 

 

 

 

 

 

8:00 

 

8:45 

10:20 

 

13:00 

15:00 

 

17:00 

・19日分救援物資配送 

・20日分救援物資配布計画策定配送手配及び配送 

・20日分救援物資配布計画策定及び配送 

・21日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・義援金受付に係る検討 

・自主避難者の受け入れ態勢業務 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付調整 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 48報 

・本部員予備会議 

・第 14回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・主管課長会議 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 49報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

 

 

7:00 

 

 

9:00 

 

10:10 

 

 

 

・20日分救援物資配送 

・21日分救援物資配布計画策定 

・自主避難者の受け入れ態勢業務 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付調整 

・21日分救援物資配布計画策定及び配送 

・22日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・自主避難者の受け入れ態勢業務 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 50報 

・東京都中央卸売市場からの青果物（旭市産「し

ゅんぎく」）出荷自粛要請 

・県農産物放射能モニタリング検査開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・コスモ石油千葉製油所タンク火災鎮火 
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資料編

資－8 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

21日 

 

 

 

 

 

 

 

 

10:25 

 

13:15 

14:30 

 

15:00 

 

16:00 

17:00 

 

 

・消防地震防災課長現地確認（浦安市） 

・消防地震防災課副参事岩手県へ救援物資（医薬品

等）搬送 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 51報 

・被災者に対する各種支援策についてとりまとめ 

・記者ブリーフィング 

・緊急消防援助隊移動（福島県）に係る消防庁長

官からの指示 

 

 

 

22日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

 

 

7:00 

 

 

 

9:00 

 

15:00 

 

17:00 

 

 

20:00 

・災害義援金募集開始 

・個人からの提供救援物資受付 

・緊急消防援助隊消防応援出動（岩手県→福島県） 

・21日分救援物資配送 

・22日分救援物資配布計画策定 

・自主避難者の受け入れ態勢業務 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付調整 

・22日分救援物資配布計画策定及び配送 

・23日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付及び整理 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 52報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 53報 

・第 15回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・計画停電に係る緊急要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・海上自衛隊応援派遣 水船活動終了 

23日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17:00 

 

0:00 

 

 

 

 

7:00 

 

 

 

 

9:00 

 

15:00 

 

 

・22日分救援物資配送 

・23日分救援物資配布計画策定 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付簿整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・23日分救援物資配布計画策定及び配送 

・24日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・県備蓄用飲料水納入手配 

・個人からの提供救援物資受付及び整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 54報 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 55報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・水道水からの放射性物質の検出に係る乳児の飲

用制限 

24日 

 

 

 

0:00 

 

・23日分救援物資配送 

・24日分救援物資配布計画策定 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付簿整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・災害救助法適用（追加）3市 1区（千葉市美浜

区、習志野市、我孫子市、浦安市） 
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資  

料  

編
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資－9 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

24日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7:00 

 

 

 

9:00 

11:45 

 

11:50 

12:23 

 

13:00 

 

 

 

13:30 

 

15:00 

 

17:00 

・24日分救援物資配布計画策定及び配送 

・25日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・県備蓄用飲用水納入手配 

・個人からの提供救援物資受付及び整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 56報 

・県外被災者の受入体制に係る調査 

・水政課、水道局、環境政策課へ水質検査（放射線）

の効率的な運用を目的とする会議の開催を通知 

・全国知事会からの要望（被災県への人的応援）に

ついて、関係各部局へ対応を依頼 

・水質検査（放射能）の効率的な運用を目的とする

会議 

・災害救助法適用のための市町村被害状況確認 

・放射能事故連絡会議 

・定例記者会見（「東北地方太平洋沖地震」の被害

への対応について 等） 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 57報 

・第 16回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

 

 

 

 

7:00 

 

 

 

9:00 

 

15:00 

 

 

17:00 

・24日分救援物資配送 

・25日分救援物資配布計画策定 

・救援物資配布計画策定、配布手配及び配送 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付簿整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・25日分救援物資配布計画策定及び配送 

・26日分救援物資配布計画策定及び配送手配 

・個人からの提供救援物資受付及び整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 58報 

・本部員予備員会議 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 59報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26日 

 

 

 

 

0:00 

 

 

7:00 

15:00 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付簿整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・個人からの提供救援物資受付及び整理 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 60報 

 

 

 

 

 

27日 

 

 

 

 

0:00 

 

 

7:00 

9:00 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付簿整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・個人からの提供救援物資受付及び整理 

・個人からの提供救援物資配送 

・放射能事故緊急時モニタリング会議 
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資料編

資－10 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

27日 15:00 ・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

ついて第 61報 

 

28日 

 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

7:00 

9:00 

10:00 

15:00 

 

17:00 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・個人からの提供救援物資受付簿整理 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・県備蓄用飲料水を中央防災センターへ納入 

 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 62報 

・第 17回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

・総務常任委員会協議会 

 

29日 

 

 

 

 

 

 

0:00 

 

9:00 

13:00 

15:00 

 

17:00 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・個人からの提供救援物資配送 

・市町村受付分個人からの提供救援物資受付 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 63報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

 

 

30日 

 

0:00 

 

15:00 

 

17:00 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 64報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

 

 

31日 

 

0:00 

 

9:00 

15:00 

 

17:00 

・被災者生活再建支援法の適用業務 

・義援金受付の問い合わせ対応 

・個人からの提供救援物資配送 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 65報 

・記者ブリーフィング 

 

 

 

・都市ガス復旧（浦安市） 

 

4月1日 

 

0:00 

 

 

13:30 

 

 

15:00 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 66報 

・第 18回災害対策本部会議 

・東北応援機動班設置 

・第 1回千葉県災害復旧・復興本部会議 

・臨時記者会見（震災からの復旧・復興について等） 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 67報 

組織改編により 

 総務部消防地震防災課が防災危機管理監 

 防災危機管理課、消防課の 2課に改編 

 

 

 

 

4日 14:00 

15:00 

 

・第 1回千葉県災害復旧・復興本部事務局員会議 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 68報 

 

6日 

 

 

 

12:00 

 

 

14:00 

 

15:00 

・県外被災者向け県営住宅等の提供 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 70報 

・第 19回災害対策本部会議 

・記者ブリーフィング 

・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震に 

 ついて第 71報 

・災害対策本部縮小 
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資－11 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

7日 15:00 ・平成 23年 3月 11日の東北地方太平洋沖地震につ

いて第 72報（以降平日に 10月までは 1日 1回、

10 月からは 2～3 日に 1 回、12 月からは月に 1

回発表） 

・上水道断水復旧（浦安市） 

 

8日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市町村、民間企業等からの救援物資受付一時停

止 

・東北地方の被災地への自衛隊による救援物資輸

送 

・震災に係る広域的な火葬受入れ（岩手県） 

・水田土壌の調査結果発表 

15日 17:00 ・「東日本大震災からの復旧・復興に関する緊急要

望」を官房長官に対して行う 

 

19日 15:00  ・上水道断水復旧（旭市） 

21日 10:30 ・定例記者会見（県内被災地への行幸啓について、

震災に伴う国への要望について、「千葉県省エネ

ルギー等対策推進本部」の設置について 等） 

 

25日 10:30 ・臨時記者会見（「がんばろう!千葉」キャンペーン

について） 

 

26日  ・職員派遣（岩手県） 

 ※入浴支援現地調査・運用管理 

・県産原木しいたけの放射性物質検査 

27日   ・出荷制限期間中の香取市産ほうれんそうの出荷

について（広報） 

28日  ・県災害ボランティアセンター閉所  

5月 2日  ・職員派遣（岩手県） 

 ※義援金の申請受付業務等 

・地盤に係る住家被害認定の新調査・判定方法発

表 

6日 

 

 

 

 

14:00 

 

 

・第 2回千葉県災害復旧・復興本部事務局員会議 

・乳用牛及び肥育牛への青刈り給与・放牧の自粛

要請（県北部・県中央部・県南部） 

10日 

 

 

 

 

 

10:45 

16:00 

・応急仮設住宅（建設）入居開始（香取市 30戸） 

・県独自の生活再建支援制度発表 

・第 2回千葉県災害復旧・復興本部本部会議 

・定例記者会見 

・乳用牛及び肥育牛への青刈り給与・放牧の自粛

解除（県南部） 

11日  ・応急仮設住宅（建設）入居開始（旭市 50戸） 

・スクールカウンセラー等の派遣（宮城県） 

 

16日   ・食肉（豚肉）の放射性物質検査（暫定規制値以

下） 

17日   ・鶏卵の放射性物質検査（暫定規制値以下） 

18日  ・応急仮設住宅（建設）入居開始（旭市 150戸） ・5月臨時県議会 

19日   ・千葉県沿岸 4地点海水中の放射線濃度測定調査

（不検出） 

・総務防災常任委員会 

20日   ・5月補正予算可決 

・八街市及び大網白里町産生茶葉の出荷自粛要

請、既に出荷・販売した茶の回収要請 

21日   ・県内避難所閉鎖（旭市） 

26日 9:25 ・第 20回災害対策本部会議 

・県災害対策本部廃止 

・県が管理する流域下水道終末処理場の脱水汚泥

等に係る放射性物質検出 
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資料編

資－12 
 

月 日 時間 災害対策本部、復旧復興本部の対応 県内外の状況 

27日   ・ちば野菊の里浄水場（栗山浄水場含む）及び北

総浄水場に係る脱水汚泥等の放射性物質検出

（飲用に問題なし） 

6月 2日   ・東葛地域における空間放射線量の測定結果 

10日 9:30 ・第 3回千葉県災害復旧・復興本部事務局員会議  

18日  ・菅内閣総理大臣、県内被災地視察  

29日 11:00 ・「東京電力福島第一原子力発電所事故に関する緊

急要望」を厚生労働省等に対して行う 

 

7月13日 11:00 ・第 4回千葉県災害復旧・復興事務局員会議  

8月 3日 15:15 ・「東京電力福島第一原子力発電所事故による損害

に関する緊急要望」を文部科学省に対して行う 

 

8月30日 14:30 ・第 5回千葉県災害復旧・復興事務局員会議  

9月 9日 

 

11:40 ・第 3回千葉県災害復旧・復興本部会議 

・東京電力福島第一原子力発電所事故に係る対処方

針決定 

 

9月20日  ・知事と災害救助法適用団体市長との意見交換（我

孫子市・香取市） 

 

9月21日  ・知事と災害救助法適用団体市町長との意見交換

（旭市・山武市・九十九里町） 

 

9月26日 

 

16:00 ・「東京電力福島第一原子力発電所事故に係る放射

線・放射性物質対策等に係る緊急要望」を環境省

に対して行う 

 

10月13日  ・知事と災害救助法適用団体市長との意見交換（浦

安市・習志野市・千葉市） 

 

11月 1日  ・防災危機管理課に原発事故対応・復旧復興室を設

置 

 

11月22日 

 

10:30 ・第 6回千葉県災害復旧・復興本部事務局員会議  

25日 8:30 ・第 4回千葉県災害復旧・復興本部会議 

・東京電力福島第一原子力発電所事故に係る対処方

針を改定 

・放射性物質により環境汚染された土壌等の除染に

係る千葉県としての対処方針決定 

 

平成24年 

1月26日 

 

15:00 ・知事と災害救助法適用団体市町長との意見交換会

（旭市、香取市、山武市、九十九里町、千葉市、

習志野市、我孫子市、浦安市） 

 

2月 2日 

 

15:30 ・第 7回千葉県災害復旧・復興本部事務局員会議  

2月 7日 

 

8:45 ・第 5回千葉県災害復旧・復興本部会議 

・千葉県震災復旧及び復興に係る指針決定 

 

4月 1日  ・組織改編により原発事故対応・復旧復興室廃止 

・防災計画課に原発事故対応班及び復旧復興班を新

設 

組織改編により 

 防災危機管理監防災危機管理課、消防課が 

 防災危機管理部 危機管理課、防災計画課、消

防課の 3課に改編 

19日  ・千葉県放射性物質除染実施プラン公表  

8月  ・東北地方太平洋沖地震避難者千葉県インフォメー

ションセンター設置（12月 28日まで） 
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総務部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・部内県有施設の被害状況に係る情報収集 

・災害配備体制による被害情報等の収集及び災害備蓄品の配付等（地域振興事務所：H23.3.11～H23.4.28） 

・私立学校等に係る被害情報等の収集（定期的に実施） 

・私立学校等への災害備蓄品の配付に関する情報提供 

14日 ・部内業務継続に係る打合せ会議の開催 

・液状化により仮移転した出先機関（1 事務所）及び県立学校（1 校）の情報系ネットワークの再稼働に

ついて調整を行った 

15日 ・災害を受けた場合の納税の猶予、減免及び免除の制度について（広報） 

17日 ・自衛隊への依頼による救援物資（市町村、県内法人・個人の大口救援物資）の搬送（H23.3.17～H23.4.8） 

23日 ・自動車税の抹消及び移転登録の遅延による自動車税の取扱いについて（広報） 

25日 ・県税の申告等の期限を延長する地域の指定 

4月 5日 ・県税の申告等の期限を延長する地域の指定 

14日 ・移動自動車相談所の開催（旭市） 

25日 ・職員住宅への被災者受入（1世帯） 

26日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）先遣隊（4名）大船渡市（H23.4.26～H23.4.28） 

・千葉県の一部の地域における県税の申告等の延長期限の指定 

27日 ・県税の申告、納付等の期限について（広報） 

5月 2日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 1班（10名）大船渡市（H23.5.2～H23.5.9） 

5日 ・県税の申告、納付等の期限について（広報） 

8日 ・職員住宅への被災者受入（2世帯） 

9日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 2班（10名）大船渡市（H23.5.9～H23.5.16） 

・被災代替自動車の非課税措置について（広報） 

11日 ・財産形成住宅（年金）貯蓄の利子等の非課税について（広報） 

16日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 3班（10名）大船渡市（H23.5.16～H23.5.23） 

18日 ・災害復旧に係る補正予算の取りまとめ・議会提案（H23.5臨時議会） 

23日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 4班（10名）大船渡市（H23.5.23～H23.5.30） 

・震災特例法相談会の開催（香取・海匝地域：～6月 29日） 

28日 ・職員住宅への被災者受入（1世帯） 

30日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 5班（10名）陸前高田市（H23.5.30～H23.6.6） 

6月 6日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 6班（10名）陸前高田市（H23.6.6～H23.6.13） 

13日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 7班（10名）陸前高田市（H23.6.13～H23.6.20） 

15日 ・災害復旧に係る補正予算の取りまとめ・議会提案（H23.6定例議会） 

20日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 8班（10名）陸前高田市（H23.6.20～H23.6.27） 

26日 ・青森県及び茨城県における県税の申告等の延長期限の指定 

27日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 9班（10名）陸前高田市（H23.6.27～H23.7.4） 

7月 4日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 10班（10名）陸前高田市（H23.7.4～H23.7.11） 

11日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 11班（11名）陸前高田市（H23.7.11～H23.7.18） 

18日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 12班（11名）陸前高田市（H23.7.18～H23.7.25） 

25日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 13班（7名）陸前高田市（H23.7.25～H23.8.1） 

8月 1日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 14班（6名）陸前高田市（H23.8.1～H23.8.8） 

8日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 15班（6名）陸前高田市（H23.8.8～H23.8.15） 

15日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 16班（6名）陸前高田市（H23.8.15～H23.8.22） 

22日 ・県及び市町村職員の被災地への派遣（義援金受付等）第 17班（8名）陸前高田市（H23.8.22～H23.8.31） 

26日 ・岩手県、宮城県及び福島県の一部地域における県税の申告等の延長期限の指定 

・自動車税の災害減免について（広報） 

9月 6日 ・原子力災害に伴う自動車税の課税除外について（広報） 

・原子力災害に伴う代替自動車の非課税措置について（広報） 
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月 日 対   応   状   況   等 

11月 11日 ・岩手県及び宮城県の一部地域における県税の申告等の延長期限の指定 

12月 26日 ・被害を受けられた方の地方税の軽減措置等 

平成 24年 

2月 7日 

・宮城県及び福島県の一部地域における自動車税の申告等の延長期限の指定 

9日 ・被災者に対する県税の申告・納付等の期限の延長等の措置について 

4月 1日 ・職員の被災地への派遣（1名）岩手県（H24.4.1～H25.3.31）  

・職員の被災地への派遣（2名）宮城県（H24.4.1～H25.3.31） 

・職員の被災地への派遣（5名）福島県（H24.4.1～H25.3.31） 

8月 1日 ・職員の被災地への派遣（1名）宮城県（H24.8.1～H25.3.31）  

総合企画部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・チバテレビ、ベイエフエムの収録済み広報番組の放送を中止し、生放送による震災特番に切り替え要請 

・発災直後から県トップページに「災害・危機管理情報」コーナーを設置し、被災・対応に関する情報を 

24時間体制で掲載(～4月 3日まで)。また、携帯版ホームページにも同時に情報を掲載した 

・16:00に総合相談窓口を設置。  避難者の収容（保育園児 9、引率者 2、広聴室来客 1） 

・水道施設の被害状況取りまとめ 

・応急給水の要請に伴い事業体間等の調整 

 ①旭市 延べ 75台（4月 19日まで） 

 ②八匝水道企業団 1台 

 ③東庄町 延べ 3台（3月 13日まで） 

 ④香取市 延べ 188台（4月 6日まで） 

 ⑤山武郡市広域水道事業団 延べ 7台（3月 14日まで） 

 ⑥県水道局 延べ 379台（3月 24日まで） 

 ⑦印西市 延べ 3台（3月 13日まで） 

12日 ・12日からホームページによる情報発信の総合窓口となるサイト「平成 23年東北地方太平洋沖地震関連

情報」を設置し、項目別に情報を整理して広報 

14日 ・県民だより 4月号を全面差替とし、新たに原稿作成開始 

・在住外国人への情報提供（ＮＨＫワールドニュース、首相官邸、東京電力、気象庁地震情報、千葉県防

災ポータルサイト） 

・災害対応における関係団体への応援要請 

 ①鉄道駅等主要なバス又はタクシー乗り場における案内、誘導等 

 ②バス車内における利用者の円滑な乗降に係る誘導等 

・香取市から応急復旧のための職員派遣要請に伴い事業体間の調整 

①八千代市から 延べ 484人派遣（3月 22日から 4月 8日まで） 

 ②柏市から 延べ 203人派遣（3月 24日から 4月 8日まで） 

15日 ・問い合わせの多い事項についてホームページ上にＦＡＱを掲載するべく、各部局へ協力要請 

・千葉県ホームページ「ちば国際情報ひろば」に「東日本大震災に関する主な外国語情報」をリンク 

16日 ・メールマガジン「Chiba Nanohana News」による情報提供 

・大型バス 10台を派遣（福島県南相馬市から新潟県に被災者を移送） 

 ①新潟県燕市内   4台 143名 

 ②新潟県三条市内 6台 247名 

17日 ・17日からホームページ上に「お問い合わせの多い質問と答え」を順次掲載 

22日 ・東京都の浄水場で乳児の指標値を超える放射性物質検出の発表 

・「多言語防災情報翻訳システム」サイト紹介 

・東北地方太平洋沖地震避難者千葉県インフォメーションセンター設置（7月 31日まで） 
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月 日 対   応   状   況   等 

23日 ・県水道局による放射能検査結果発表など、放射能関連の発表が続いたためアクセス数が急増し、ホーム

ページの閲覧に時間がかかるようになった。このため、IIJ が震災に際して無料で提供し始めたミラー

サイトのサービスを 23日から利用し、アクセスの分散化を図った（～5月 18日まで）。また、トップペ

ージを簡易版に切り替えネットワーク回線容量への負担軽減を図った（～8月まで） 

・県内 5水道用水供給事業体の水道水の放射性物質検査を開始（現在も継続中） 

・利根川水系を水源とする水道事業体に対し、水道水の摂取制限を要請（3月 24日まで） 

25日 ・避難所における外国人の状況について照会を実施 

・千葉県ホームページ「ちば国際情報ひろば」に「多言語ホットライン」をリンク 

・クレアより多言語ホットライン「韓国・朝鮮語」開設 

29日 ・震災に係る在住外国人向け相談等のための情報提供 

 ①県民からお問い合わせの多い質問と答え一覧 

 ②千葉県防災ポータルサイト 

 ③東北地方太平洋沖地震外国人被災者のための「多言語ホットライン」 

 ④多言語防災情報翻訳システム 

 ⑤東北地方太平洋沖地震に関する主な外国語情報 

 ⑥千葉県内外国人公的相談窓口一覧 

4月 5日 ・県民だより 4月号を震災特集号として発行 

6日 ・「女性や子育てニーズを踏まえた被災者支援」県内市町村に周知依頼メール発信 

14日 ・香川大学と水道事業体との水道水の放射性物質検査依頼に関する調整 

21日 ・国及び県の「女性相談窓口」の案内（旭市避難所） 

24日 ・スリランカ大使館による被災地（旭市）での炊き出し 

5月 10日 ・チュニジア大使館による被災地（旭市）での炊き出し 

25日 ・5水道用水供給事業体における浄水発生土中の放射性物質の検査結果について、県での公表を開始（現

在も継続中） 

7月 12日 ・5水道用水供給事業体における空間放射線量の測定結果について、県での公表を開始（現在も継続中） 

健康福祉部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・部内県有施設の被害状況に係る情報収集 

・健康福祉センター職員が避難所を巡回し、保健・衛生指導、有症者への受診勧奨を実施 

・健康福祉センター、千葉県食品衛生協会に対し、飲食店等における食品の衛生的な管理等、食中毒防止

の徹底を依頼 

・各児童福祉施設等の被害状況確認 

・日本医科大学千葉北総病院ＤＭＡＴ派遣 福島県（～13日） 

・千葉大学医学部付属病院ＤＭＡＴ派遣 茨城県（～12日） 

・順天堂大学医学部付属浦安病院ＤＡＭＴ派遣 福島県（～13日） 

・国保直営総合病院君津中央病院ＤＭＡＴ派遣 茨城県（～13日） 

・医療法人鉄蕉会亀田総合病院ＤＭＡＴ派遣 宮城県（～14日） 

12日 ・自衛隊及び東京都に対し、給水車の応援を要請 

・千葉県救急医療センターＤＭＡＴ派遣 千葉県成田市 

・国保松戸市立病院ＤＭＡＴ派遣 宮城県（～13日） 

・千葉県循環器病センターＤＭＡＴ派遣 宮城県（～14日） 

13日 ・各市町村へ災害救助法適用のための被害状況調査 

・計画停電の在宅人工呼吸器装着特定疾患患者影響調査（～15日） 

・健康福祉センターに対し、「輪番停電」に対する小児慢性特定疾患患者の実態把握及び情報提供を依頼 

・計画停電実施に関する情報を連絡（県内全病院・有床診療所） 

・日本医科大学千葉北総病院ＤＭＡＴ派遣 福島県・宮城県（～15日） 

・千葉大学医学部付属病院ＤＭＡＴ派遣 宮城県（～15日） 

・国保直営総合病院君津中央病院ＤＭＡＴ派遣 岩手県（～16日） 
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月 日 対   応   状   況   等 

14日 ・災害救助法の適用を決定：適用期間 3月 11日～（旭市、香取市、山武市、山武郡九十九里町） 

・健康福祉センターから「輪番停電」に対する小児慢性特定疾患患者の対応状況について報告を受け、集

計し、部内関係課で情報共有 

・石油連盟広報グループに対し、医療機関の自家発電装置用の燃料について優先供給依頼 

・千葉県救急医療センターＤＭＡＴ派遣 宮城県（～16日） 

・千葉大学医学部附属病院ＤＭＡＴ派遣 岩手県（～17日） 

15日 ・災害救助法適用市町長に対し救助の委任通知 

・厚生労働省に対し、自家発電装置等の燃料の供給が必要な医療機関数を報告 

・千葉県災害対策本部に対し、自家用発電装置用燃料の供給について緊急要請（船橋市立医療センター、

東京女子医科大学付属八千代医療センター） 

・被災地に対する医療救護活動の日程について、関係医療機関に通知 

・千葉県動物愛護ボランティアへ被災動物の一次預かり協力を依頼 

16日 ・介護サービス事業者へ「社会福祉施設、医療機関等に対する燃料の優先供給について（通知）」を通知 

・千葉県石油協同組合及び千葉県石油商業組合に対し、医療機関が使用する自動車、暖房、自家発電装置

用の燃料優先供給について、要望書を提出 

・関係団体の対応状況の確認 

17日 ・千葉県動物救護本部及び千葉県動物救護センターを設置 

・県内の避難所（5ヶ所）に被災動物の支援に関する掲示を依頼 

18日 ・介護サービス事業者が使用する車両に優先給付車両証を送付（全事業所） 

・医療機関で使用する専用車両に優先給油車両証を送付（県内の全病院、全診療所） 

・総合病院国保旭中央病院医療救護班派遣 岩手県（～23日） 

20日 ・燃料供給を実施（船橋市立医療センター、東京女子医科大学付属八千代医療センター） 

・千葉市立青葉病院医療救護班派遣 岩手県（～23日） 

21日 ・総合病院国保旭中央病院医療救護班派遣 岩手県（～26日） 

22日 ・計画停電の影響調査を実施（県内全病院・有床診療所） 

・緊急災害時動物救護本部へ物資の支援要請 

24日 ・災害救助法の適用決定：適用期間 3月 11日～（千葉市美浜区、習志野市、我孫子市、浦安市） 

・保健師チームの派遣（宮城県～10月 28日） 

・災害時の医療救護活動に関する協定による看護師等の派遣（旭市～4月 14日） 

・抗インフルエンザウイルス薬（260人分）、サージカルマスク等を県内被災地へ供給 

・岩手県災害対策本部より医薬品提供依頼 

・被災動物の支援活動を県外からの避難者の飼育動物に拡大 

・納体袋の提供（宮城県へ） 

・千葉県救急医療センター医療救護班派遣 岩手県（～28日） 

25日 ・災害救助法適用市長に対し救助の委任通知 

・災害用備蓄医薬品 2セット（1,000人分）を岩手県へ送付 

・順天堂大学医学部附属浦安病院医療救護班派遣 宮城県（～31日） 

27日 ・千葉市立青葉病院医療救護班派遣 岩手県（～31日） 

28日 ・ホテル旅館等への災害時要援護者等の受入開始（～H24.3.31） 

・被災地からの患者受け入れ態勢及び受け入れ状況の照会（県内全病院・有床診療所） 

・被害状況報告を依頼（県内全病院） 

・医師会、歯科医師会を通じ診療所の被害報告を依頼 

29日 ・千葉県がんセンター医療救護班派遣 岩手県（～4月 2日） 

30日 ・動物救護本部で、動物救護活動に対する寄付の受け入れを開始 

・順天堂大学医学部附属浦安病院医療救護班派遣 宮城県（～4月 5日） 

4月 1日 ・心のケアチーム派遣（岩手県陸前高田市）27病院 38チーム 

 ①日本精神科病院協会千葉県支部会員病院（民間精神科病院 20病院） 

 ②千葉県精神科医療センター（9チーム） 

 ③千葉県精神保健福祉センター（3チーム） 

・県立佐原病院＆千葉県精神科医療センター医療救護班派遣 岩手県（～5日） 
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月 日 対   応   状   況   等 

4日 ・県立東金病院＆千葉県精神科医療センター医療救護班派遣 岩手県（～8日） 

・順天堂大学医学部附属浦安病院医療救護班派遣 宮城県（～9日） 

5日 ・社会福祉施設等災害復旧国庫補助金の申請の意向を調査（介護サービス事業者） 

・被災地に対する医療救護活動の日程について、関係医療機関に通知 

7日 ・被災者支援に係る市町村等担当者説明会（災害救助法関連） 

・千葉県こども病院＆千葉県精神科医療センター医療救護班派遣 岩手県（～11日） 

8日 ・火葬の受入開始（岩手県から～4月 30日） 

10日 ・船橋市立医療センタ―医療救護班派遣 岩手県（～14日） 

13日 ・動物救護本部ボランティア登録要領策定、登録開始 

・東京女子医科大学八千代医療センター医療救護班派遣 岩手県（～16日） 

15日 ・国保直営総合病院君津中央病院医療救護班派遣 岩手県（～19日） 

18日 ・千葉県循環器病センター医療救護班派遣 岩手県（～22日） 

21日 ・千葉リハビリテーションセンター医療救護班派遣 岩手県（～25日） 

24日 ・化学療法研究所附属病院医療救護班派遣 岩手県（～28日） 

27日 ・東京女子医科大学八千代医療センター医療救護班派遣 岩手県（～30日） 

28日 ・被災地に対する医療救護活動の日程について、関係医療機関に通知 

29日 ・長期避難所生活者リフレッシュ支援事業（～30日） 

5月 5日 ・千葉市立青葉病院医療救護班派遣 岩手県（～9日） 

8日 ・船橋市立医療センター医療救護班派遣 岩手県（～12日） 

11日 ・千葉市立海浜病院医療救護班派遣 岩手県（～15日） 

13日 ・被害状況報告を依頼（県内全病院） 

・医師会、歯科医師会を通じ診療所の被害報告を依頼 

14日 ・千葉医療センター医療救護班派遣 岩手県（～18日） 

17日 ・東京女子医科大学八千代医療センター医療救護班派遣 岩手県（～21日） 

16日 ・千葉県災害見舞金第 1回支給決定（H24.11.30現在第 16回まで支給済み） 

18日 ・電力需給対策国実施通知 

20日 ・国保直営総合病院君津中央病院医療救護班派遣 岩手県（～24日） 

23日 ・千葉リハビリテーションセンター医療救護班派遣 岩手県（～27日） 

26日 ・総合病院国保旭中央病院医療救護班派遣 岩手県（～30日） 

24日 ・市町村児童福祉担当者会議の開催 

29日 ・旭地区における心のケアチーム活動 

 旭中央病院チーム 22回 

・千葉県こども病院医療救護班派遣 岩手県（～6月 1日） 

31日 ・災害復旧費補助金の申請の意向を調査（病院・診療所） 

・関係市町村に対し、災害復旧費補助金に係る説明会を開催 

・被災地に対する医療救護活動を終了 

6月 ・各都道府県知事へ災害救助法に基づく応援要請（～H23.10.31） 

・市町村へ県外からの被災者への民間賃貸住宅の借上げによる応急仮設住宅の提供について通知 

（H24.12.28をもって新規受付は終了） 

・災害に伴う保育所児童等の心のケア事業 （～24年 3月） 

・介護施設等復旧支援事業費等補助金申請の意向を調査（介護サービス事業者） 

・自家発電機の保有状況について照会（県内全病院） 

・被災地からの患者受け入れ実績を照会（県内全病院・有床診療所） 

7月 ・在宅難病患者用非常用電源装置設置事業（4病院 38台） 

・電力需給対策に対応した休日保育特別事業等（7月～9月実施） 

5日 ・保育所における放射線の対応に関する研修会の開催（対象：保育所長） 

25日 ・子どもの放射線被曝に関する研修会（対象：市町村職員、健康福祉センター職員等） 

8月 ・児童相談所に災害対応児童心理司を配置（～24年 3月） 
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月 日 対   応   状   況   等 

10月 ・千葉県動物救護連絡会の設置 

・災害時における動物救護活動の協定締結について各市町村長あて通知 

11月 ・第１回千葉県動物救護連絡会議開催 

12月 ・応急仮設住宅の供与を除き災害救助法による救助を終了 

・災害援護資金県貸付金貸付要綱一部改正 

1月 ・千葉県動物救護本部解散 

3月 ・柏児童相談所放射線量測定（第 1回） 

5月 ・柏児童相談所除染作業実施 

6月 ・柏児童相談所放射線量測定（第 2回） 

9月 ・柏児童相談所放射線量測定（第 3回） 

12月 ・柏児童相談所放射線量測定（第 4回） 

環境生活部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・各施設被害状況確認 

・災害廃棄物関係 市町村廃棄物処理施設の被害状況確認 

12日 ・環境研究センターに整備されているモニタリングポストで測定した、毎正時の大気環境中の放射線量の

公表を開始（現在も継続中） 

14日 ・震災に便乗した悪質商法等の特別相談（3/14～4/3） 

15日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物現地調査（旭市） 

・震災に便乗した悪質商法の注意喚起 

16日 ・災害廃棄物関係 災害対策本部同行 

17日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物現地調査（香取市・旭市） 

18日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物現地調査（九十九里町・山武市） 

災害廃棄物処理打合せ（旭市） 

22日 ・災害廃棄物関係 環境省関東地方事務所現地視察（旭市） 

24日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物処理打合せ（旭市） 

25日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物処理への対応について市町村に通知 

28日 ・災害廃棄物関係 各市町災害廃棄物仮置場確認（旭市・山武市・九十九里町） 

29日 ・災害廃棄物関係 特例一般廃棄物処理施設設置届出説明会 

4月 7日 ・災害廃棄物関係 旭市打合せ、災害協定に基づく支援要請受理、産廃協会へ協力要請 

8日 ・災害廃棄物関係 会員状況報告書受理（旭市） 

10日 ・災害廃棄物関係 環境政務官視察同行 

11日 ・災害廃棄物関係 仮置場分別作業開始（旭市） 

18日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物打合せ（旭市） 

19日 ・災害廃棄物関係 協力会員要請（旭市→千葉県→産廃協会） 

20日 ・県内の電力供給不足への対応等のため、千葉県省エネルギー等対策推進本部設置 

21日 ・災害廃棄物関係 仮置場（山武市） 

・千葉県省エネルギー等対策推進本部会議開催 

26日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物行程会議（旭市） 

・節電対策に関する 1都 3県緊急要望 

27日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物現場視察（旭市） 

5月 10日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物行程会議（旭市） 

16日 ・災害廃棄物関係 飯岡野球場・飯岡漁港・野中分別作業開始（旭市） 

・千葉県沿岸 4地点において海水中の放射能濃度の測定調査を実施（16日・17日） 

20日 平成 23年 5月補正予算による対応 

・空間放射線量測定機器（モニタリングポスト）の増設 

・海水中の放射能濃度調査事業 

・被災地浄化槽復旧支援事業（震災により浄化槽の復旧が必要となる被災者への支援） 
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月 日 対   応   状   況   等 

20日 ・震災復興等県民活動促進事業（地域のマンパワーを結集して災害復興や災害に強いまちづくり等に取り

組む市町村や民間団体等を支援） 

24日 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物行程会議（旭市） 

26日 ・災害廃棄物関係 協会会員報告受理（旭市） 

27日 ・災害廃棄物関係 協会会員報告受理（旭市） 

31日 ・県内全市町村（114地点）の空間放射線量の測定及び公表を開始（～6月末） 

6月 ・災害廃棄物関係 協力事業者説明会（産業廃棄物協会）、搬出作業開始、災害廃棄物行程会議（旭市） 

仮置場打合せ（産業廃棄物協会） 

・県内の海水浴場 18地点（海水浴場を有する市町村各 1点）において海水中の放射能濃度の測定調査を 

実施（14日・15日） 

7月 ・災害廃棄物関係 市営駐車場打合せ（旭市）、災害廃棄物行程会議（旭市）、仮置場現地確認（山武市・

九十九里町）、中間処理施設立入(我孫子市・成田市）、打合せ（産業廃棄物協会） 

・県内の海水浴場６５地点（全開設予定海水浴場）において海水中の放射能濃度の測定調査を実施 
（12日・13日・14日） 

・環境省から示された指針に基づき県内の海水浴場 65地点（全開設予定海水浴場）における砂浜等の 
空間放射線量の測定調査を実施（11～14日） 

・海水浴場を有する市町村各１点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

・新たに購入した可搬式空間放射線量測定器（サーベイメータ）の市町村への貸出し（各地域振興事務所

経由）を開始（7/21～現在も継続中） 

・車載型放射線量モニタリングシステムによる県内各地域の放射線量を測定し、結果を公表 

8月 ・災害廃棄物関係 中間処理施設立入（香取市・旭市・佐倉市・白井市・八街市・東金市・芝山町） 

災害廃棄物行程会議（旭市） 

市原市福増クリーンセンター搬出開始（畳・可燃物） 

協力市受入施設訪問（北谷津清掃工場） 

千葉市新港清掃工場搬出開始（畳） 

千葉市北清掃工場搬出開始（可燃物） 

・一時保管関係 県北西部の 4市 1組合が県へ、放射性物質を含むごみ焼却灰の一時保管場所の確保を 

要望 

・旭市に新たに整備したモニタリングポストで測定した空間放射線量の公表を開始（現在も継続中） 

・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

9月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

・国（文部科学省）が広域の放射性物質による影響を把握するために行った、航空機モニタリングの結果

を公表 

10月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

・一時保管関係 県から 4市 1組合に対し、手賀沼下水道終末処理場内に一時保管場所を確保することを

提案 
・放射性物質を含む汚泥及び焼却灰を埋立処分している県内の管理型最終処分場 3ヶ所の処分場内の 
空間放射線量及び放流水等の放射性セシウム濃度の測定（毎月） 

・野生イノシシ肉の放射能濃度モニタリング調査実施（年 1回） 
・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

11月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 
・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

12月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

・空間放射線量が高い地域を中心に、車載型放射線量モニタリングシステムによる放射線量を測定し、 

結果を公表 

・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

平成 24年 

1月 

・廃棄物処理施設における放射性物質の検査 

・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

2月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 
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月 日 対   応   状   況   等 

2月 ・千葉県手賀沼親水広場の放射線量の測定 

・廃棄物処理施設における放射性物質の検査 

・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

3月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

・千葉県手賀沼親水広場の集水枡の除染の実施 

・海水浴場を有する市町村各 1点において海水中の放射能濃度を継続的に監視（4地点/月） 

・空間放射線量が高い地域を中心に、車載型放射線量モニタリングシステムによる放射線量を測定し、 

結果を公表 

・新たに県内 6ヶ所（柏市・市川市・印西市・香取市・茂原市・館山市）に整備したモニタリングポスト

で測定した空間放射線量の公表を開始（既存と併せて 8ヶ所で常時監視：現在も継続中） 

4月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

・平成 24年度当初予算による対応（大気中の放射線量等の監視、海水中の放射能濃度測定事業等） 

・海水浴場等における海水中の放射能濃度モニタリング調査（潮干狩場） 

5月 ・災害廃棄物関係 災害廃棄物工程会議（旭市） 

 旭市の処理に目途、災害協定に基づく旭市と産廃協会の協力体制を 31日に解除 

・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査（全海水浴場・開設前調査） 

・手賀沼・印旛沼流域における水質・底質の放射性物質モニタリング調査 

6月 ・一時保管関係 放射性物質を含むごみ焼却灰の一時保管に係る住民説明会の開催 

        国による指定廃棄物最終処分場の確保について、知事から環境大臣へ要望 

        放射性物質を含むごみ焼却灰の一時保管場所の設置決定 

・千葉県手賀沼親水広場の放射線量の測定 

・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査 

・東京湾における水質・底質の放射性物質モニタリング調査 

・手賀沼・印旛沼流域における水質・底質の放射性物質モニタリング調査 

7月 ・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査（全海水浴場・開設前調査） 
・手賀沼・印旛沼流域における水質・底質の放射性物質モニタリング調査 

8月 ・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査 

・手賀沼・印旛沼流域における水質・底質の放射性物質モニタリング調査 

9月 ・一時保管関係 放射性物質を含むごみ焼却灰の一時保管に係る我孫子市・印西市地元住民説明会の開催 

・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査 

10月 ・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査 

・野生イノシシ肉の放射能濃度モニタリング調査実施（年 1回） 

11月 ・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査 

12月 ・一時保管関係 放射性物質を含むごみ焼却灰の一時保管の開始 

・海水浴場における海水中の放射能濃度モニタリング調査 

・廃棄物処理施設における放射性物質の検査（12月～3月） 

商工労働部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

平成 23年 

3月 11日 

・各施設被害状況確認 

・産業支援技術研究所（天井からの漏水、壁面、床面の亀裂等） 

・高等技術専門校（6校中 3校での建物の一部に亀裂等） 

・幕張メッセ（ホール床の亀裂、駐車場の液状化(噴砂)） 

・東葛テクノプラザ（建物の亀裂、ガラスの損傷、エレベーターのレール破損等） 

・かずさＤＮＡ研究所（天井の一部落下、各棟接続部の亀裂・損傷等） 

・かずさアカデミアホール（ロビー・メインホール天井の一部落下、構内道路の段差） 

・サンライズ九十九里（宿泊等エキスパンション部分の破損、プール棟 柱・壁の亀裂等） 

・幕張メッセで帰宅困難者の収容 
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月 日 対   応   状   況   等 

11日 ・コスモ石油(株)千葉製油所で液化石油(ＬＰＧ)ガスタンク火災爆発事故発生 

緊急措置要領に基づき事故対策本部を設置 ／ 現地状況調査実施 

13日 ・県制度融資セーフティネット資金に被災施設等復旧のための資金として「災害緊急対策枠」を設置 

14日 ・県制度融資取扱金融機関等に対し、被災中小企業に対する金融の円滑化を要請 

・高圧ガス事業所に対する地震被害の調査 

16日 ・市町村に対し、中小企業の事業用資産に係るり災証明書の円滑な発行を要請 

・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係現地調査実施 

18日 ・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係高圧ガス保安法第 39条による緊急停止命令の発動 

21日 ・コスモ石油(株)千葉製油所の液化石油(ＬＰＧ)ガスタンク火災鎮火  

22日 ・雇用促進住宅を活用した緊急避難場所及び一時入居先について市町村への情報提供 

23日 ・知事専決処分（平成 22年度予算の補正）による応急的な対応 

・セーフティネット資金（災害緊急対策）の利用者に対する利子補給を開始（H24.3.31実行分まで） 

・県内金融関係機関緊急会議を開催 

25日 ・幕張メッセ災害復旧工事着手 

29日 ・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係現地合同調査（国、県、警察、消防） 

・県経済団体に対して若者の就職への配慮の要請  

4月 1日 ・コスモ石油(株)内に千葉製油所事故調査委員会設置（保安課長オブザーバー参加） 

6日 ・り災中小企業に対する金融支援に関する要望書を国へ提出 

8日 ・被災者・避難者向け労働相談会等（～8月 30日までに 6回開催） 

・中小企業再建支援専門家チーム派遣（5月末までに 10市町） 

17日 ・幕張メッセ国際展示場イベント再開 

22日 ・高圧ガス事業所への耐震性能の確認、点検の注意喚起 

26日 ・千葉県中小企業復興支援会議を設置 

5月 20日 ・平成 23年度 5月補正予算による応急的な対応 

・雇用面での支援（新卒未就職者人材育成事業、雇用企業開拓員事業等の拡充） 

・商工業・観光業者等への支援（中小企業組合等共同施設災害復旧費補助金、組合施設等災害復旧費 

 補助金、立地企業補助金（災害復興支援）、千葉県がんばる商店街復興支援事業補助金） 

23日 ・県制度融資セーフティネット資金（災害緊急対策）を間接被災者も対象とする「震災復興枠」拡大 

26日 ・県経済団体及び県内事業所に対して雇用維持の要請 

27日 ・高圧ガス事業所への耐震設計構造物の保安の確保の注意喚起 

6月 ・～「がんばろう！千葉」観光キャンペーン～ 

 『千葉から日本を元気に！』（6月 11日～12日)、幕張メッセ国際展示場） 

・商工関係における直接被害額の推計（平成 23年 6月 21日時点） 

・産業支援技術研究所 災害復旧完了 

・観光関係原発事故風評被害関係 

・関係省庁等への緊急要望（6月 29日） 

・6月補正による対応（商工観光産業関連に対する支援（中小企業経営診断・再建支援事業、中小企業 

電力確保支援事業） 

7月 ・平成 23年度 6月補正予算による対応 

・被災者への支援（緊急雇用創出事業） 

・商工業者等への支援（中小企業振興資金の融資枠を 5,700億円に拡大） 

・若年者・被災者向け合同就職説明会（7月 29日） 

・幕張メッセ 災害復旧工事完了 

・かずさＤＮＡ研究所 災害復旧工事完了 

・高圧ガス事業所への緊急遮断弁の適切な管理の注意喚起 

・県制度融資セーフティネット資金（震災復興枠）の金利を引下げ（27日～） 

8月 ・観光関係原発事故風評被害関係 

・文部科学省への再要望（8月 3日） 

  

− 363 −



資料編

資－22 
 

月 日 対   応   状   況   等 

8月 ・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係 

立入検査実施 

9月 ・観光関係原発事故風評被害関係 

・高等技術専門校 災害復旧完了 

・東京電力への緊急要望（9月 20日） 

・総理大臣への緊急要望（9月 26日） 

・東京電力と県内観光事業者による第 1回検討会議（9月 26日） 

・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係 

危害予防規程の遵守及び措置命令 

保安教育計画の忠実な実行及び教育内容及び方法の改善勧告 

法令遵守の徹底及び事故の再発防止の指示 

10月 ・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係 

行政処分等に対する再発防止策の受理 

12月 ・平成 23年度 12月補正予算による対応 

・被災中小企業等グループへの支援（中小企業等グループ施設等復旧整備補助金の新設）等 

・緊急雇用創出事業等臨時特例基金への積立 

・観光関係原発事故風評被害関係 

・東京電力と県内観光事業者による第 2回検討会議（12月 28日） 

・コスモ石油ＬＰＧガスタンク事故関係 

 合同立入検査実施（国・県） 

 緊急停止命令の解除 

平成 24年 

1月 

・観光関係原発事故風評被害関係 

・東京電力が県内 16市町村を新たな賠償地域として追加発表（1月 10日） 

2月 ・かずさアカデミアホール 災害復旧工事完了 

3月 ・東葛テクノプラザ 災害復旧完了 

・サンライズ九十九里 災害復旧完了 

・平成 23年度 2月補正による対応 

・緊急雇用創出事業等臨時特例基金への積立 

・千葉県産業復興相談センターを設置 

・千葉産業復興機構を設立 

・中小企業再建支援専門家チーム派遣（千葉県産業復興相談センターと連携） 

4月 ・平成 24年度当初予算による対応 

・中小企業等グループ施設等復旧整備補助金 

5月 ・観光関係原発事故風評被害関係 

・関東知事会(平成 24 年度第 1 回)の決議により関係省庁に対し要望（観光業風評被害地域を各種客観的

データに基づき中間指針に追加）(5月 23日) 

7月 ・観光関係原発事故風評被害関係 

・東京電力と県内観光事業者による第 3回検討会議（7月 17日） 

8月 ・観光関係原発事故風評被害関係 

・東京電力が県内 11市町村を新たな賠償地域として追加発表（8月 6日） 

10月 ・24年度 9月補正予算による対応 

・被災中小企業施設・整備支援事業 

・観光関係原発事故風評被害関係 

・関東知事会(平成 24 年度第 2 回)の決議により関係省庁に対し要望（観光業風評被害地域を各種客観的

データに基づき中間指針に追加）(10月 23日) 
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農林水産部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・土地改良 復旧対策への支援開始 

・営農相談活動等（栽培技術対策、制度資金の活用等、個別相談活動等） 

・県民の森閉園（東庄町） 

・林道通行止め（東庄町） 

12日 ・営農技術対策の周知・指導（塩害、停電等の対策） 

14日 ・営農技術対策の周知・指導（第 2報）（塩害等の対策、計画停電の対策） 

・土地改良 災害確認のための農業用水の期間外取水について、協議・了承（国土交通省及び県土整備部） 

16日 ・土地改良 香取及び海匝農業事務所管内市町村への職員派遣 

・現地調査、災害査定設計書作成支援 (3/31まで) 

・土地改良 農業用水施設の被災に伴う作付け影響面積の調査開始 

17日 ・土地改良 可搬式ポンプ等の貸出への配慮依頼（千葉県建設業協会） 

19日 ・県産牧草の給与・放牧を自粛 

20日 ・暫定規制値超過（ヨウ素） 

・東京都の検査公表（旭市産しゅんぎくの基準値超過）を受け、旭市が独自に出荷を自粛 

21日 ・農産物モニタリング 第 1報発表 

23日 ・海岸保安林 災害復旧工事着手（匝瑳市） 

24日 ・土地改良 応急復旧工事開始（除塩目的の通水含む） 

・原乳モニタリング 第 1報発表 

・水産物モニタリング 第 1報発表 

25日 ・営農技術対策の周知・指導（第 3報）（水田における農業用水の不足や(田植えの)遅れへの対策） 

・漁港 応急復旧対策に着手 

・漁港 航行障害となるガレキ等除去 

・農産物モニタリング 暫定規制値超過（ヨウ素） 多古町ほうれんそう（出荷自粛要請）、旭市しゅん

ぎく、パセリ、サンチュ、セルリー、ちんげんさい（20日から出荷自粛） 

・海岸保安林 災害復旧工事着手（山武市） 

28日 ・営農技術対策の周知・指導（第 4報）（水田における農業用水の不足や遅れへの対策） 

29日 ・農産物の出荷自粛要請 旭市しゅんぎく、パセリ、サンチュ、セルリー、ちんげんさい 

30日 ・土地改良 除塩目的の法河川からの規定外取水について、協議・了承（県土整備部） 

31日 ・漁港 航行障害となるガレキ等の除去が完了 

・農産物モニタリング 暫定規制値超過（ヨウ素）香取市ほうれんそう（出荷自粛要請） 旭市しゅんぎ

く、パセリ 

4月 1日 ・県民の森開園（東庄町） 

・営農技術対策の周知・指導 東北地方太平洋沖地震の被災地域等における営農準備のための技術指導に

ついて（農林水産省生産局通知） 

4日 ・農産物の出荷制限 香取市ほうれんそう 多古町ほうれんそう 旭市ほうれんそう、しゅんぎく、パセ

リ、サンチェ、セルリー、ちんげんさい 

5日 ・土地改良 香取市への職員派遣（現地調査、災害査定設計書作成支援）（5/9まで） 

8日 ・土壌モニタリング 水稲の作付制限なし 

13日 ・雇用情報の収集・発信 

 ①県内農業法人へ被災者雇用の意向など求人情報を照会・整理 

 ②県青年農業者等育成センター（県水産振興公社）ＨＰに農業法人の求人情報を掲載、被災地等への情

報提供 

15日 ・営農技術対策の周知・指導（第 5報）（遅植え「コシヒカリ」の栽培暦） 

19日 ・技術対策の周知・指導 東京電力福島第一原子力発電所の周囲県での農作業の安全性確保等のための技

術指導について（関東農政局通知） 

20日 ・営農技術対策の周知・指導 地震に伴う農作物被害の技術対策について（Ｑ＆Ａ） 

22日 ・農産物モニタリング 県全地域対象で開始 

25日 ・土地改良 災害復旧事業査定開始（農地・農業用施設 第 1次査定 16市町 4/28まで） 

− 365 −



資料編

資－24 
 

月 日 対   応   状   況   等 

26日 ・林産物モニタリング 第 1報発表（原木しいたけ 暫定規制値以下） 

27日 ・営農技術対策の周知・指導 被災地域のための農業技術（農林水産省技術会議事務局通知） 

28日 ・牧草モニタリング 第 1報発表 暫定許容値超過 

29日 ・漁港 応急復旧対策に着手 

・漁港 航行障害となる土砂撤去に着手 

5月 6日 ・牧草モニタリング 第 1報発表 暫定許容値超過 

9日 ・林道 応急工事に着手（東庄町） 

10日 ・土地改良 香取農業事務所に「復旧支援課」設置 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 2次査定 8市町 5/13まで） 

・農業集落排水 災害査定（香取市４地区、九十九里町１地区） 

・牧草モニタリング 自粛一部解除 

12日 ・畜産 家畜避難（福島県からの家畜の県内受入先調査を取りまとめ、受け入れに係る調整開始） 

20日 ・畜産 畜産経営電力確保緊急支援事業 （事業要領等を制定し、要望調査を実施） 

・農産物モニタリング 暫定規制値超過（セシウム） 生茶葉出荷自粛要請（八街市・大網白里町） 

・漁港 災害復旧工事完了（片貝漁港） 

23日 ・土地改良 仮設ポンプ等設置支援事業採択（ポンプ 18台設置）（山武市・香取市） 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 3次査定 14市町 5/27まで） 

・農産物モニタリング 県単モニタリング開始 （主要農作物） 

25日 ・農産物モニタリング 暫定規制値超過（セシウム） 生茶葉出荷自粛要請（野田市、成田市、富里市、

山武市） 

27日 ・農産物モニタリング 一巡目終了 全市町村（浦安市を除く）においてモニタリングを実施 

30日 ・土地改良 茨城県及び千葉県における農地液状化対策研修会（国主催） 

・牧草モニタリング 暫定許容値超過 

31日 ・漁港 応急復旧対策が完了 

・漁港 航行障害となる土砂撤去が完了 

・漁港 災害復旧工事完了（勝浦漁港、乙浜漁港） 

6月 ・農産物の出荷制限 茶（野田市、成田市、八街市、富里市、山武市、大網白里町）(6/2) 

・試験研究 塩害・液状化対策の栽培技術対策について 

・海岸保安林 災害復旧工事着手（一宮町）(6/6) 

・水産物モニタリング（漁業団体実施）第１報発表 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 4次査定 9市町 6/6～6/10） 

・土地改良 災害査定設計書の国提出期限（6/10） 

・共同利用施設 農業共同利用施設災害復旧事業査定（国） 

・営農技術対策の周知・指導 東日本大震災に伴うお茶の生産について 

・調査研究 放射性物質の実証試験（国主体、県農林総研協力） 

・調査研究 土壌調査、サツマイモ・ほうれんそうへの移行係数等調査 

・調査研究 土壌の放射性物質濃度調査等（国主体、県農林総研協力） 

・土地改良 液状化対策現地調査（神崎町、香取市）（6/15,16） 

・県民の森 災害復旧工事 測量・設計着手（東庄町）(6/15) 

・牧草モニタリング 給与自粛等解除 

・林道 災害復旧 測量・設計着手（東庄町）(6/27) 

・海岸保安林 災害復旧工事（旭市）(6/30) 

・林道 応急工事完了（東庄町）(6/30) 

7月 ・農産物モニタリング 暫定規制値超過 茶出荷自粛要請（勝浦市）(7/1) 

・農産物の出荷制限 茶（勝浦市）(7/4) 

・営農技術対策の周知・指導 茶に含まれる放射性セシウム濃度の低減に向けた対応について 

・漁港 災害査定（国） 

・雇用情報の収集・発言 県外から避難してきた被災者へ求人情報に関するチラシを配布（千葉農政事務

所と連携） 

・金融対策 東日本大震災農業対策資金貸付実施 
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7月 ・園芸施設 園芸施設災害復旧支援事業 

・施設復旧 農業関連施設災害復旧事業補助 

・液状化対策 被災農地復興活動支援事業 

・林道通行止め解除(東庄町)(7/4) 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 5次査定 5市町 7/25～7/29） 

・農村公園 災害査定(神崎町 1地区) 

8月 ・米モニタリング予備調査 第１報発表 （収穫１週間前の玄米調査）(8/9) 

・金融対策 ちばの農業を応援する資金貸付実施 

・海岸復旧工事完了（山武市、一宮町） 

・米モニタリング本調査 第１報発表 （収穫時の玄米調査）(8/11) 

・雇用情報の収集・発信 就農相談会「新・農業人フェア」に参加し、就農・就職相談を実施（仙台市） 

・飼料用米モニタリング 第１報発表 生もみ(8/15) 

・本年産の稲わら 給与自粛等解除 

・県産牛肉の放射性物質安全チェック制度（実施要領を策定し、運用を実施） 

・県産牛肉モニタリング 第１報発表（8/5） 

・牛ふん堆肥モニタリング 第１報発表（8/23）  

・雑草・稲わら堆肥モニタリング調査 第１報発表 

・もみがらモニタリング調査 

・銚子市場機能回復緊急対策事業 簡易荷捌き所竣工 

・米モニタリング本調査終了 県産米の安全宣言(8/31) 

8月 ・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 6次査定 1市 8/8～8/12） 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 7次査定 2市 8/29～9/2） 

・県民の森 災害復旧工事着手（東庄町）(8/31) 

・漁港 災害復旧工事完了（岩和田漁港） 

9月 ・農産物の出荷制限解除 茶（大網白里町） 

・(旧）環境緑化センター 災害復旧工事着手(袖ヶ浦市)(9/9) 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 8次査定 7市町村 9/5～9/9） 

・金融対策 東日本大震災漁業対策資金貸付実施 

10月 ・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 9次査定 2市 10/3～10/7） 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 10次査定 4市町 10/17～10/21） 

・林道 災害復旧工事着手(東庄町)(10/31) 

・漁港 災害査定（国） 

11月 ・大豆モニタリング検査実施（～12月終了） 

・土地改良 災害査定（農地・農業用施設 第 11次査定 2市 11/10～11/11） 

・土地改良 災害復旧事業査定終了（11/11） 

（農地・農業用施設 延べ 11次・28市町村・370箇所、除塩事業分 3市町・3箇所 309ha） 

・漁港 災害復旧工事完了（富崎漁港） 

12月 ・県農林総合研究センターにゲルマニウム半導体検出器を導入 

・県内牛ふん堆肥の流通自粛を全て解除 

平成 24年 

1月 

・県内農地土壌の放射性物質の測定結果（速報値）公表(1/30) 

・（旧）環境緑化センター 災害復旧工事完了（袖ヶ浦市）(1/18) 

2月 ・県民の森 災害復旧工事完了(東庄町)（2/21） 

3月 ・漁港 災害復旧工事完了（太東漁港、千倉漁港） 

・漁港 災害復旧工事完了（市川漁港、浦安漁港） 

4月 ・新基準値による農林水産物モニタリング検査開始 

・土地改良 仮設ポンプ等設置支援事業採択（ポンプ 3台設置）（香取市）(4/11) 

5月 ・24年産茶モニタリング検査の実施（一番茶：5月、二番茶：7月） 

・農産物の出荷制限解除 茶（野田市、八街市、富里市、山武市、勝浦市） 

・土地改良 復興交付金採択（石納野間谷原地区 千葉県・香取市・茨城県・稲敷市）（5/25） 

・林道 災害復旧工事完了（東庄町）(5/24) 
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5月 ・漁港 災害復旧工事完了（飯岡漁港、栗山川漁港） 

8月 ・24年産米モニタリング検査の実施（～9月終了） 

9月 ・漁港 災害復旧工事完了（銚子漁港、和田漁港） 

10月 ・24年産大豆及びそばモニタリング検査の実施（～12月終了） 

11月 ・農産物モニタリング 基準値超過（セシウム） ゆず（松戸市）（出荷自粛要請） 

県土整備部の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・県土整備部震災対策会議・会議事務局設置 

12日 ・「「平成 23 年東北地方太平洋沖地震」に伴う千葉県土砂災害警戒情報基準の暫定的な運用について」を

発表 

・「平成 23年東北地方太平洋沖地震による災害についての激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定

に関する政令」の公布・施行 

・災害救助法適用 旭市、香取市、山武市、九十九里町 

・「家庭からの排水の抑制のお願いについて」を発表 

・ＮＰＯ防災千葉による支援 

15日 ・災害救助法適応のあった市町村へ応急仮設住宅の要望の有無を照会 

・千葉県宅地建物取引業協会等へ協力要請 

・「平成 23年東北地方太平洋沖地震による被害者の住宅の確保について」を発表 

・被災建築物応急危険度判定支援本部を設置し、被災市町の実施する判定活動への支援を開始 

17日 ・国土交通省から県内市町へ TEC-FORCEの派遣 旭市、習志野市、八千代市、我孫子市、浦安市、香取市、

東庄町、千葉市 

18日 ・「優先給油車両証」証票発行に係る検討会議開催 

・災害報告書の提出及び被害報告表（第 2報）の提出 

・「優先給油車両証」の発行 

・応急仮設住宅（建設型住宅）の要請 

22日 ・「被災者向け公営住宅等情報センター」開設 

・(社)全国防災協会から浦安市へ災害復旧技術専門家を派遣 

23日 ・応急仮設住宅の要望があった災害救助法適用市町村へ民間賃貸空家情報を提供及び受付開始 

・応急仮設住宅（民間賃貸住宅）の要請 

24日 ・災害救助法適用市町村へ国家公務員住宅、公営住宅の提供（第 1次入居者決定） 

・国家公務員住宅、公営住宅の提供（第 2次募集） 

・災害救助法適用のあった団体へ応急仮設住宅の要望の有無を照会 

・被災者の県営住宅への入居者の決定 

25日 ・千葉県下水道災害復旧支援本部立上げ 

・被害報告表（第 3報）の提出 

28日 ・「被害者向け公営住宅等情報センター」で民間賃貸情報の提供開始 

・国家公務員住宅、公営住宅の提供（第 2次入居者決定） 

・「災害復旧事業の早期復旧に向けた手続きの簡素化について」を発表 

29日 ・(社)全国防災協会から浦安市へ災害復旧技術専門家を派遣 

30日 ・県土整備部震災対策組織体制の変更 

・応急仮設住宅の賃貸契約締結 三協フロンテア 

31日 ・災害住宅の補修・再建に係る「被災地専用フリーダイヤル（住まいるダイヤル）」の開設 

4月 1日 ・応急仮設住宅着工 

4日 ・被害報告表(第 4報）の提出 

6日 ・「東北地方太平洋沖地震被災地の救援に係る船舶の入港料及び係留施設使用料の免除について」を発表 

7日 ・県外被災者へ公営住宅等の一時入居募集開始 

・平成 23年度東北地方太平洋沖地震の被災者支援に係る担当説明会 
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月 日 対   応   状   況   等 

15日 ・内閣官房長官に対する知事緊急要望 

・応急仮設住宅民間賃貸借上げ入居 

18日 ・県外被災地へ公営住宅等の一時入居決定及び各住宅管理者への通知 

20日 ・千葉県省エネルギー等対策本部設置 

21日 ・「「平成 23 年東北地方太平洋沖地震による災害」の道路及び河川災害復旧工法の基本方針について」を

送付 

23日 ・大畠国土交通大臣被災地視察 

5月 2日 ・「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」の公布・施行 

9日 ・「東日本大震災に伴う災害復旧工事等の前金払の特例について」を発表 

10日 ・「「被災者住宅再建資金利子補助事業」等について」を千葉県銀行協会等へ送付 

・応急仮設住宅完成 旭中央地区 

17日 ・第２回災害査定担当者会議の開催 

・応急仮設住宅完成 旭市飯岡地区 

19日 ・主要地方道水戸鉾田佐原線 港橋 5ｔ以上の車両通行止めのお知らせ 

20日 ・各市町村等へ「平成 23年東北地方太平洋沖地震による災害の下水道災害復旧事業の基本方針について」

を送付 

25日 ・県立蓮沼海浜公園応急本工事に着手 

26日 ・「千葉県流域下水道終末処理場における汚泥等の放射性物質の測定結果について」を発表開始 

28日 ・水防本部が水防準備体制を発令 

6月 6日 ・国土交通省河川局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第 1次査定） 

・「平成 23年東北地方太平洋沖地震による災害の公園災害復旧における基本方針について」を送付 

13日 ・国土交通省河川局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第 2次査定） 

20日 ・国土交通省河川局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第 3次査定） 

・国土交通省港湾局海岸・防災課所管 災害査定（港湾災 第 1次査定） 

・国土交通省都市・地域整備局都市・地域安全課所管 災害査定（都市災 第 1次査定）（公園、下水道、

都市施設） 

29日 ・東京電力福島第一原子力発電所事故に関する緊急要望 

7月 4日 ・国土交通省水管理・国土保全局防災課所管 災害査定（都市災 第 2次査定）（下水道） 

6日 ・国土交通省水管理・国土保全局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第 4次査定） 

・県立都市公園のプール等の水中放射性物質の測定 

11日 ・国土交通省水管理・国土保全局防災課所管 災害査定（都市災 第 3次査定）（下水道） 

・県立都市公園（3公園）のプール等における水中放射性物質の測定結果公表 

12日 ・県立蓮沼海浜公園応急本工事完了 

13日 ・国土交通省水管理・国土保全局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第５次査定） 

15日 ・災害報告書（修正）提出 

19日 ・水防本部が水防準備体制を発令（県内すべての土木事務所管内） （7月 19日～21日） 

23日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（浦安市） 

25日 ・国土交通省都市局都市安全課所管 災害査定（都市災 第 4次査定）（公園、都市施設） 

26日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（浦安市） 

8月 3日 ・東京電力福島第一原子力発電所事故による損害に関する緊急要望 

8日 ・国土交通省水管理・国土保全局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第 6次査定） 

・国土交通省都市局都市安全課所管 災害査定（都市災 第 5次査定）（公園） 

10日 ・第１回津波対策技術部会 

12日 ・東日本大震災による風評被害対策として「千葉港内の海水中の放射能の測定結果について」を発表開始 

17日 ・災害報告書（修正）提出 

19日 ・水防本部が水防準備体制を発令（千葉、葛南、東葛飾、柏、印旛、成田、香取、海匝、銚子、山武、長

生、市原土木事務所管内） 
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22日 ・国土交通省都市局都市安全課所管 災害査定（都市災 第６次査定）（都市施設） 

29日 ・国土交通省都市局都市安全課所管 災害査定（都市災 第７次査定）（公園、都市施設） 

9月 11日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（神崎町） 

13日 ・県が測定した県立都市公園の空間放射線量の公表開始 

27日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（我孫子市） 

10月 1日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（我孫子市） 

2日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（旭市） 

4日 ・国土交通省港湾局海岸・防災課所管 災害査定（港湾災 第２次査定） 

・県立幕張海浜公園災害復旧工事着工 

4日 ・災害報告書（修正）提出 

12日 ・国土交通省都市局都市安全課所管 災害査定（都市災 第８次査定）（公園、都市施設） 

15日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（香取市） 

22日 ・県民向け液状化対策に関する相談会を開催（香取市） 

12月 19日 ・第 1回千葉東沿岸海岸保全基本計画検討委員会 

平成 24年 

1月 6日 

・災害報告書（修正）提出 

16日 ・国土交通省水管理・国土保全局防災課所管 災害査定（道路・河川災 第６次査定） 

2月 10日 ・県立柏の葉公園において局所的に高い空間放射線量が測定されたことの公表 

14日 ・第 2回千葉東沿岸海岸保全基本計画検討委員会 

16日 ・県立柏の葉公園において局所的に高い空間放射線量が測定されたことの公表【第２報】 

3月 9日 ・県立柏の葉公園における芝生地の試験的除染の公表 

・県立柏の葉公園において局所的に高い空間放射線量が測定された箇所の除染結果公表 

5月 22日 ・千葉東沿岸海岸保全基本計画の変更 

7月 11日 ・県立都市公園（３公園）のプール等における水中放射性物質の測定結果公表 

・県立幕張海浜公園災害復旧工事完了 

12日 

～13日 

・国土交通省都市局都市安全課所管 平成 23年災公共土木施設（公園）災害復旧事業の成功認定の実施 

8月 10日 ・千葉県放射性物質除染実施プランによる県立柏の葉公園の除染工事の開始公表 

・県立柏の葉公園 芝生広場の除染工事に着手 

8月 31日 ・第 1回東京湾沿岸海岸保全基本計画内湾検討委員会 

9月 3日 ・設計者向け液状化対策講習会を開催 

20日 ・県立柏の葉公園 芝生広場の除染工事が完了 

11月 15日 ・県立柏の葉公園 冒険のトリデの除染工事に着手 

12月 26日 ・第 2回東京湾沿岸海岸保全基本計画内湾検討委員会 

27日 ・第 3回千葉東沿岸海岸保全基本計画検討委員会 

27日 ・第 1回東京湾沿岸海岸保全基本計画内房検討委員会 

出納局の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 17日 ・義援金受入口座の開設（平成 24年 4月 24日までに受入口座を閉鎖） 

水道局の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 

 

・千葉県水道局震災対策本部設置 

・日本水道協会関東地方支部へ応援給水の依頼 

・浄水場・給水場で拠点給水開始 

・応急復旧を開始 

・応急給水及び断水状況を HPに掲載開始 
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月 日 対   応   状   況   等 

12日 ・配水圧力を減調整 

13日 ・応急復旧状況を HPに掲載開始 

・通常業務の縮小を現地対策本部へ指示 

14日 ・柏井浄水場東側ブレンド処理開始 

・漏水量微量、給水場の送水圧減、パトロール強化 

15日 ・断水作業開始、建設業協会へ復旧依頼 

・自家発電設備で対応 

・配水圧力を増調整 

16日 ・自家発電設備で対応 

・千葉市、船橋市地区での応急給水を終了 

・浦安市の飲料水等の物資提供の求めに応じ、ボトル水 1万本を提供 

・漏水量微量、今後の修理方法検討 

17日 ・自家発電設備で対応 

・配水圧力を増調整 

・断水作業開始、建設業協会へ復旧依頼 

18日 ・自家発電設備で対応 

・配水圧力を増調整 

19日 ・市川市地区で応急給水終了 

・配水圧力を増調整 

20日 ・仮配管への対応として+0.2PPM 

22日 ・自家発電設備で対応 

・配水圧力を増調整（妙典通常圧力へ） 

・配備体制の変更を通知 

23日 ・自家発電設備で対応 

・放射線量の測定結果を HPに掲載開始 

・漏水なし、今後の復旧の進め方を検討 

・念のため乳児の飲用は控えるよう HP でお知らせする（全浄水場において、放射性ヨウ素 131 の測定結

果は乳児向け指標値の半分以下である） 

24日 ・放射性ヨウ素対応の応急給水を松戸市で行う 

・乳児の飲用は控えるよう HP でお知らせする（ちば野菊の里浄水場及び栗山浄水場において、乳児向け

指標値を超える放射性ヨウ素 131が検出された） 

25日 ・乳児の摂取制限について摂取しても差し支えないことを HP でお知らせする（全浄水場において、放射

性ヨウ素 131の測定結果が乳児向け指標値を下回った） 

・自家用発電機で対応 

26日 ・乳児の飲用は控えるよう HP でお知らせする（柏井浄水場（東側施設）において、乳児向け指標値を超

える放射性ヨウ素 131が検出された） 

27日 ・乳児の摂取制限について摂取しても差し支えないことを HP でお知らせする（柏井浄水場（東側施設）

において、放射性ヨウ素 131の測定結果が乳児向け指標値を下回った） 

・千葉市、浦安市、習志野市、市川市で放射性ヨウ素対応の応急給水を実施する 

28日 ・自家発電設備で対応 

・配備体制の変更を通知 

29日 ・配水圧力を増調整（海浜・園生通常圧力） 

31日 ・浦安市地区での応急給水終了 

・給水拠点の閉鎖を HPに掲載 

・配水圧力を増調整 

4月 1日 ・配備体制の変更を通知 

4日 ・配水圧力を増調整（沼南通常圧力） 

5日 ・配水圧力を増調整（誉田通常圧力） 
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月 日 対   応   状   況   等 

6日 ・配水圧力を増調整（野菊・栗山・松戸通常圧力） 

7日 ・応急復旧終了（浦安の一部地域は仮配管で対応） 

8日 ・配備体制の変更を通知 

13日 ・配水圧力を増調整（幕張通常圧力） 

5月 9日 ・柏井浄水場（西側施設）汚泥搬出中止 

16日 ・浄水場汚泥放射線量の測定実施開始 

17日 ・柏井浄水場（東側施設）、福増浄水場汚泥搬出中止 

23日 ・ちば野菊の里浄水場、北総浄水場汚泥搬出中止 

6月 15日 ・福増浄水場汚泥再利用開始 

8月 29日 ・柏井浄水場汚泥搬出埋立開始 

・柏井浄水場（東側施設）汚泥再利用開始 

10月 3日 ・柏井浄水場（西側施設）汚泥再利用開始 

11日 ・ちば野菊の里浄水場汚泥搬出埋立開始 

平成 24年 

6月 18日 

・北総浄水場汚泥再利用開始 

19日 ・ちば野菊の里浄水場汚泥再利用開始 

企業庁の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・工業用水道事業関係施設点検 

・浄水場、給水場の壁に亀裂等（9施設 33箇所）が発生したが、給水に支障はなく運転を継続した。 

 ①（宮崎給水場）配水池の目地等からの漏水（平成 24年 3月復旧完了） 

 ②（佐倉浄水場）電気室､ポンプ室等の床､壁等のひび割れ（平成 24年 3月復旧完了） 

 ③（佐倉浄水場）凝集剤貯留槽基礎固定アンカーボルト損傷（平成 24年 3月復旧完了） 

 ④（佐倉浄水場）沈殿池の阻流板はずれ等（平成 24年 3月復旧完了） 

 ⑤（佐倉浄水場）取水口付近護岸の河川側へ傾き（平成 25年 3月復旧完了予定） 

 ⑥（印旛沼浄水場）建物壁ひび割れ（平成 24年 3月復旧完了） 

 ⑦（印旛沼浄水場）濃硫酸貯留槽傾斜（平成 24年 3月復旧完了） 

 ⑧（印旛沼浄水場）脱水機室階段基礎破損等（平成 24年 3月復旧完了） 

 ⑨（間野台調圧塔）調圧塔漏水（平成 24年 3月復旧完了） 

 ⑩（郡本浄水場)薬剤撹拌機損傷（平成 23年 11月復旧完了） 

 ⑪（習志野給水場)場内沈下（平成 23年 11月復旧完了） 

 ⑫（南八幡浄水場)沈澱池整流壁の傾き（平成 23年 8月応急復旧完了、本復旧は 24～25年度） 

 ⑬（人見浄水場)配水池のコンクリートの継ぎ目から少量漏水（その後止まる） 

・車道、歩道の隆起・陥没、公園の舗装陥没等の状況確認（千葉市） 

・歩車道境界ブロックの傾斜等の状況確認（習志野市） 

・歩車道境界ブロックの傾斜、汚水の滞留等の状況確認（船橋市） 

・クラック、汚水噴出等の状況確認（浦安市） 

・航路標識の破損の状況確認（市原市） 

12日 ・工水守会による被災調査支援（12日、14日、15日） 

・4月 6日までに管路の 17箇所（東葛葛南地区 16箇所、五井姉埼地区 1箇所）で漏水を確認 

 4月 6日までに管路の 16箇所の漏水復旧完了、1箇所は応急措置で漏水を止めた。漏水箇所の舗装本復

旧及び応急措置箇所の全工事は平成 24年 4月に完了した。 

13日 ・道路の応急復旧工事の施工（千葉市） 

14日 ・計画停電による影響低減のため工業用水使用量の抑制を受水企業 279社に文書依頼 

・舗装の応急復旧工事の施工（千葉市） 

15日 ・計画停電自家発電設備対応（人見浄水場） 

・道路の応急復旧工事の施工・完了（習志野市） 

16日 ・計画停電自家発電設備対応（大和田取水場、皿木分場） 
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月 日 対   応   状   況   等 

17日 ・「工水主要浄水場への電力確保（計画停電除外）」を東京電力千葉支店長へ部長による文書依頼（火力発

電所への工水供給継続のため） 

・計画停電自家発電設備対応（人見浄水場 2回、南八幡浄水場、大和田取水場、皿木分場 2回、） 

18日 ・計画停電自家発電設備対応（人見浄水場、南八幡浄水場、大和田取水場、皿木分場） 

・通行止めを解除（船橋市） 

19日 ・道路の応急復旧工事完了（千葉市・浦安市） 

22日 ・計画停電自家発電設備対応（人見浄水場、大和田取水場、皿木分場） 

・バキューム車による汚水の吸引処理開始（船橋市） 

23日 ・計画停電自家発電設備対応（南八幡浄水場） 

24日 ・計画停電自家発電設備対応（人見浄水場、皿木分場） 

25日 ・計画停電自家発電設備対応（大和田取水場） 

・簡易標識灯の設置（市原市） 

26日 ・道路の応急復旧工事完了（船橋市） 

28日 ・計画停電自家発電設備対応（大和田取水場） 

30日 ・舗装の応急復旧工事完了（千葉市） 

4月 26日 ・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

5月 23日 ・車道、歩道の破損補修工事着手（船橋市） 

6月 ・工業用水浄水場における汚泥の放射性物質測定結果をホームページに掲載開始 

・車道、歩道の破損補修工事着手（船橋市） 

・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

・歩道の隆起補修工事の一部着手（浦安市） 

・車道、歩道の隆起補修工事の一部着手（浦安市） 

・車道、歩道の破損補修着手（船橋市） 

7月 ・工業用水浄水場における空間放射線量測定結果を HPに掲載開始 

・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

・車道、歩道の破損補修工事着手（船橋市） 

・車道、歩道の破損補修工事着手（船橋市） 

8月 ・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

・車道、歩道の破損補修工事着手（浦安市） 

9月 ・車道、歩道の隆起補修工事の一部完了（浦安市） 

・歩道の隆起補修工事の一部完了（浦安市） 

11月 ・マンホール補修工事の完了（船橋市） 

12月 ・公園の隆起補修工事の一部完了（習志野市） 

・メッセモール上水及び中水給水管補修工事の完了（千葉市） 

平成 24年 

1月 

・車道、歩道の破損補修工事の一部完了（船橋市） 

2月 ・マンホール補修工事の一部完了（船橋市） 

病院局の対応状況 
１ がんセンター 

月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・西病棟の壁面に亀裂 

29日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.2まで） 

11月 ・西病棟の壁面の亀裂復旧 
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２ 救急医療センター 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・水道管の破損による給水量低下があり、復旧までの間、給水車で対応（H23.3.12復旧） 

・本館と他棟との接続部が破損 

・排水・雨水管等破損 

・駐車場等で液状化発生 

12日 ・ＤＭＡＴ派遣（成田国際空港） 

14日 ・ＤＭＡＴ派遣（宮城県仙台市）（H23.3.16まで） 

24日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.3.28まで) 

7月 ・本館と他棟との接続部の破損復旧 

・排水・雨水管等破損復旧 

8月 ・駐車場等の液状化被害復旧 

３ 精神科医療センター 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・水道の使用量が通常時の７、８割程度に制限され、復旧までの間、給水車で対応（H23.3.16復旧） 

・排水・雨水管等破損 

・駐車場等で液状化発生 

4月 1日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.5まで） 

4日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.8まで） 

7日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.11まで） 

5月 15日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.5.19まで） 

6月  1日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.6.5まで） 

7月  ・排水・雨水管等破損復旧 

・駐車場等の液状化被害復旧 

5日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.7.8まで） 

8月 24日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.8.26まで） 

10月  5日 ・心のケアチームの派遣（岩手県陸前高田市）（H23.10.7まで） 

４ こども病院 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・天井の一部破損 

31日 ・天井の一部破損復旧 

4月  7日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.11まで） 

5月 29日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.6.1まで） 

５ 循環器病センター 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 12日 ・ＤＭＡＴ派遣（宮城県仙台市）（H23.3.14まで） 

4月 18日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.22まで） 

６ 東金病院 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・停電し、復旧までの間、自家発電装置で対応（H23.3.12復旧） 

・天井等に亀裂 

4月  4日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.8まで） 

7月 ・天井等の亀裂復旧 
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７ 佐原病院 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・停電し、復旧までの間、自家発電装置で対応（H23.3.12復旧） 

・水道が使用不能になり、復旧までの間、給水車で対応（H23.3.16復旧） 

・下水道が使用不能になり、復旧までの間、簡易トイレやバキュームカーで対応（H23.3.18復旧） 

・本館の水漏れ・天井の破損 

・ボイラー排煙突中間部破損 

・駐車場等で液状化発生 

14日 ・計画停電（17時頃から１時間半程度）、自家発電装置で対応 

4月  1日 ・医療救護班の派遣（岩手県陸前高田市）（H23.4.5まで） 

11月 ・駐車場等の液状化被害復旧 

平成 24年 

11月 

・本館の水漏れ・天井の破損復旧 

・ボイラー排煙突中間部破損復旧 

教育庁の対応状況 
月 日 対   応   状   況   等 

3月 11日 ・県内公立学校及び教育機関等の被害状況に係る情報収集及び、学校運営、開館状況等に係る情報収集及

び情報発信 

15日 ・文部科学省生涯学習政策局等発「計画停電の実施に伴う授業等の弾力的対応及び児童生徒等の安全確保

の配慮について（通知）を公立小・中・高等学校及び特別支援学校に周知 

16日 ・旭市の 2小学校・1中学校にスクールカウンセラーを派遣（25日まで） 

22日 ・「平成 23 年東北地方太平洋沖地震による被災者に対する平成 23 年度入学料減免について(通知）」を各

県立高等学校に通知 

28日 ・教指第 2154号、教特第 850号、教職第 1365号で、各公立小・中・高等学校及び特別支援学校に対し、

計画停電実施時のより具体的な対応例と手続き等を通知 

・休業日の時期変更等について、「計画停電に伴う学校運営の弾力的な対応について」（H23.3.28付け通知）

による取扱いと同様とする旨を各種会議において各学校へ周知 

3月 ・被災地域の生徒等の受入れについて各県立学校長あてに通知 

4月 ・県立学校長会議及び県立高等学校教頭会議等において、夏期の電力状況を見越して、節電の励行と各学

校の実情に合わせた早目の対応を取るよう周知 

・4月当初から、各種会議で連絡体制を含む学校安全計画等の見直しを周知 

・液状化被害が大きかった県立浦安南高等学校（旧船橋旭高等学校へ）と香取市立新島中学校（新島小へ）

は、校舎を一時移転して新学期を迎えた。（8月末まで） 

5日 ・鴨川青年の家は、4月 5日から 2月 11日まで福島県の障害福祉施設の入所者等を鴨川市からの要請によ

り受け入れ（4 月に 375 名（入所者 375 名、職員 96 名）受け入れ。このうち、児童・生徒 28 名は安房

特別支援学鴨川分教室に就学。） 

6日 ・被災者等の受入れのため教職員住宅 5戸、住宅 10戸を提供 

7日 ・災害救助法適用地域等の小中高等学校 30校にスクールカウンセラーを派遣（5月 31日まで） 

・東金青年の家は、4月 7日から 21日まで福島県からの原発事故に伴う避難者を東金市からの要請により、

20名受け入れ 

8日 ・県下の全栄養職員並びに各教育委員会関係者を集めた「食の安全緊急連各会議」を開催し、放射能を理

解するための基礎知識やリスクについて専門家を招いての研修を実施するとともに、本県の食材や水道

水の放射線量の計測値の推移の現状や、下処理や調理時の放射性物質の除去等の工夫についての情報を

提供 

・全県立高等学校に対し、震災に伴い他県から受け入れた被災生徒の教科書等に関する費用の概算につい

て、ＦＡＸで調査を実施。5 月補正予算で、概算で 15,000 円×150 人＝2,250 千円を計上し、交付申請

及び実績報告書を取りまとめ、交付決定を行い、支払いを行った。 

19日 ・教育委員による県立市原八幡高等学校及び鴨川青年の家の視察を実施 

25日 ・「東京電力福島第一原子力発電所の事故により避難した場合を減免対象者とし拡充」を各県立高等学校

に通知 
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月 日 対   応   状   況   等 

27日 ・全国都道府県教育長協議会から、「学校施設の耐震化等の促進に関する緊急要望」を文部科学大臣等に

提出 

5月 ・国の第 1次補正予算編成（被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金）に係る事前調査として、県内各市

町村に対象幼児児童生徒数を把握し、文部科学省に報告 

9日 ・5月 9日から 6月 17日まで、岩手県山田町に、児童生徒の心のケアのために、県臨床心理士会と連携し

て、スクールカウンセラーを毎週 2名ずつ派遣 

11日 ・5 月 11 日から 6 月 2 日まで、宮城県気仙沼市に、教職員の心のケアのために、東京都と連携して、ス   

クールカウンセラーを毎週 2名ずつ派遣 

5月 ・5月中旬 被災地区の小中学校における教職員配置の追加要望について調査 

16日 ・義援金の申請・受付業務及び救援物品の仕分け業務に、県職員（事務職員・教員）を岩手県大船渡市又

は陸前高田市に派遣（6月 20日までの期間に、4班に分かれて 10名を派遣） 

20日 ・教育総務課発「夏期の電力需給対策を受けた各学校における節電対策について（事務連絡）」で文部科

学省関係各課からの事務連絡を各公立小・中・高等学校及び特別支援学校に周知 

25日 ・調査結果をもとに、国に対して、加配教員を要望 

6月 ・6月から要請のあった小中高等学校 19校に、10月 31日まで、スクールカウンセラーを派遣 

・各教育施設において、昨年の使用最大電力量の△15％以上の節電を目標として、節電対策を実施 

・すべての学校に対して東日本大震災発生以前の防災体制について、また、東日本大震災発生時の状況に

ついて、さらに 4月から 5月までの防災体制見直し状況について、を問う第 1回防災教育調査を実施 

1日 ・県内小・中・高等学校の養護教諭等、県・市町村教育委員会学校保健担当及び学校薬剤師の合計約 1,100

名を対象に、県文化会館にて「放射能の基礎知識と災害時の子どもの心のケア研修会」として実施 

7日 ・全国都道府県教育長協議会から、「東日本大震災に係る対応に関する緊急要望について」を文部科学大

臣等に提出 

10日 ・6月 10日、12日、13日、20日に県立学校 16校のプール水の放射線量に関わる水質検査を実施 

放射性物質は検出されなかった旨を報道発表及び県教育委員会ホームページに掲載 

18日 ・菅内閣総理大臣が県内の液状化被害を視察した際に、県と被災市町村の意見交換による概要により要望 

20日 ・6月 20日から 7月 22日まで、宮城県石巻市に、児童生徒の心のケアのために県臨床心理士会と連携し

て、スクールカウンセラーを毎週 2名ずつ派遣 

22日 ・県立学校開放事業に係る夏期の電力需給対策について、各県立学校に、周知徹底を図った 

29日 ・復旧・復興本部とりまとめの「東京電力福島第一原子力発電所事故に関する緊急要望」を石渡副知事か

ら国へ提出 

7月 4日 ・義援金の申請・受付業務及び救援物品の仕分け業務に、県職員（事務職員・教員）を岩手県陸前高田市

に派遣（7月 25日までの期間に、2班に分かれて 2名を派遣） 

7日 ・7日より県立学校等の校庭等の放射線量の測定を実施し、測定結果を公表 

13日 ・追加要望のあった学校へ加配教員を配置（小学校：浦安市 1名、中学校：香取市 1名） 

15日 ・追加要望のあった学校へ加配教員を配置（小学校：船橋市 1名） 

20日 ・7月 20日に開催された環境生活部大気保全課による、各市町村環境保全担当者向けの「可搬式放射線量

計に係る操作方法等の研修会」に県教育委員会も参加 

22日 ・市町村教委等に対して牛肉の放射性物質による汚染に関する情報提供を行った 

9月 ・第 2回就学支援事業の事業計画を市町村に依頼し、文部科学省に報告 

19日 ・9月 19日から 22日まで、宮城県石巻市に、児童生徒の心のケアのために県臨床心理士会と連携して、

スクールカウンセラー1名を派遣 

26日 ・復旧・復興本部とりまとめの「東京電力福島第一原子力発電所事故に係る放射線・放射性物質対策に関

する緊急要望」を石渡副知事から国へ提出 

10月 ・10月 5日から 26日まで、福島県いわき市に、児童生徒の心のケアのために県臨床心理士会と連携して、

スクールカウンセラー6名を派遣 

17日 ・「学校等における放射線測定の手引き」に基づき 10月 17日から 11月 21日まで東葛飾地域全県立学校(特

別支援学校を含む 51校)の敷地内の空間放射線量の測定を実施結果について、報道発表及び教育委員会

ホームページに掲載 

20日 ・第 1回防災教育調査結果の概要をまとめ、10月 20日付けで各学校に今後の取組の重点を通知 
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月 日 対   応   状   況   等 

30日 ・10月 30日から 11月 2日まで、宮城県石巻市に、児童生徒の心のケアのために県臨床心理士会と連携し

てスクールカウンセラー1名を派遣 

11月 ・第 3回就学支援事業の事業計画を市町村に依頼し、文部科学省に報告 

・「学校等における放射線測定の手引き」に基づき東葛飾地域全県立学校(特別支援学校を含む 51校)の敷

地内の空間放射線量の測定を実施結果について、報道発表及び教育委員会ホームページに掲載 

・大震災の記録「東日本大震災を振り返って」を教育委員会としてまとめ公表 

15日 ・総合スポーツセンター（7か所）・東総運動場（3か所）・射撃場（2か所）の測定空間放射線量の測定を

実施結果について、報道発表及び教育委員会ホームページに掲載 

18日 ・全国都道府県教育委員長会議・全国都道府県教育長協議会から、「平成 24年度文教予算に関する特別要

望」（東日本大震災からの復旧・復興対策）を文部科学大臣等に提出 

22日 ・緊急対応として小中高等学校で活用できる「東日本大震災に学ぶ道徳教育」指導例を作成し、ホーム  

ページに掲載 

12月 15日 ・すべての学校に対して第 1回防災教育調査の結果として周知した点を含め対応状況について第 2回防災

教育調査を実施 

28日 ・柏市を含む県北西部の 9市が汚染状況重点調査地域に指定されたことを受け、同地域内で測定未実施で

あった 9校の校庭(学校跡地含む)と博物館等の４つの教育施設の敷地内の空間放射線量の測定を実施 

・上記結果については、報道発表及び教育委員会ホームページに掲載 

平成 24年 

1月 18日 

・1月 18日から 3月 14日まで、毎週 1日、全 9回にわたり、福島県伊達市に、児童の心のケアのために

県臨床心理士会と連携してスクールカウンセラー1名を派遣 

2月  9日 ・第 2回防災教育調査の結果の概要とまとめ、2月 9日付けで各学校に平成 24年度防災教育計画作成の参

考とするよう周知 

13日 ・2 月 13 日から 17 日、また、3 月 5 日から 9 日まで、宮城県石巻市に、児童の心のケアのために県臨床

心理士会と連携して、スクールカウンセラーをそれぞれ 1名ずつ派遣 

3月  ・市町村等へ被災児童生徒就学支援等臨時特例交付金の交付手続きを行う 

・東日本大震災で明らかになった課題を踏まえ、大地震発生時に、迅速で的確な対応ができる防災体制の

再構築を目指した「学校における地震防災マニュアル」を作成し、全公立学校に配付した。 

・学校給食の一層の安全・安心を確保するため、国の学校給食検査設備整備補助金を活用し、検査機器を

5台購入し検査体制を整備 

・被災した生徒の入学料免除 3月末現在、118名、656,050円 

・被災地域の生徒等の受け入れ 3月末現在 県立高等学校：52校 72名 特別支援学校： 5校 6名 

・県立学校等で、他県から受け入れた被災生徒に対する教科書等の購入補助 3月末現在 44名 278,382 

 円 

4月  6日 ・早期耐震化等の推進し、平成 24 年度予算については、東日本大震災を受け、前年度に比べ倍増して約

51 億円とし、改修工事や設計を前倒しして実施することとした。計画的に耐震改修を進め、平成 27 年

度までに全ての建物の耐震化を完了することとしている。 

6月 ・学校給食用食材の安全・安心の確保するため、平成 24 年 6 月 4 日から各教育事務所に放射性物質検査

機器を設置し、希望する市町村教育委員会及び給食を実施している県立学校を対象に、給食で使用を予

定している食材のサンプル検査を開始した。 

・希望する市町村教育委員会を対象に、提供した給食の事後検査を行う「学校給食モニタリング事業」を、

6月 11日から開始した。なお、いずれの検査においても、放射性物質は不検出となっている。 

7月 ・県立学校の校庭等における線量低減策等の実施。除染工事は、特別支援学校 5校については 7月 19日

から、高等学校 10校については 7月 31日から順次着手し、「千葉県放射性物質除染実施プラン」等に

沿って推進する。 

・7月に、管理職を対象に、地震や津波を想定しその場の的確な判断を求める「災害図上演習」等を取り

入れた研修会を開催した(350名参加）。 

8月 ・特別支援学校の防災対応資料として、「防災セルフチェック」を作成し、各校に配付した。 

・8月に、教員を対象に研修会を開催し、防災教育に係る模擬授業や、授業づくりの留意点等についての

講義などを実施した（88名参加）。 
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月 日 対   応   状   況   等 

9月 ・市町村立学校の耐震化について、一層積極的な取組を要請する通知を関係市町村に発出した。 

・平成 25年度の耐震補強工事に係る入札事務を平成 24年度内に実施するため、債務負担行為の設定（約

34億円）を 9月補正予算に計上 

10月 ・震災後 3回目の「防災教育調査」を実施 
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